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Study on Infrastructure Management System Considered 

Disaster Prevention and Maintenance 

 
Yoshinori Mori 

 
 

In recent years, large-scale natural disasters such as Great East Japan earthquake, Kanto-Tohoku heavy 

rain and Kumamoto earthquake happen in Japan. There is no end to the number of the accidents due to 

deterioration of infrastructure such as the Chuo Expressway’s Sasago tunnel collapse. As a first 

countermeasure for these situations, The Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MLIT) 

has announced the year 2013 as the inaugural year of aging infrastructure maintenance and built a 

maintenance cycle consisting of inspections, diagnosis and action (repairing). Secondly, MLIT 

determines the year of 2016 as the inaugural year of productivity revolution and implements the various 

kinds of policies against the population reduction such as i-construction, Working- Style reforms and 

setting a proper work period. 

However, there are many unexplained parts of the mechanism of deterioration and the collapse of the 

structure. In addition, correspondence to large-scale natural disaster including the recent torrential rain is 

insufficient. In such situation, the system for an organization and a governance corresponding to a 

restoration technology, disaster prevention and the maintenance are not established. On the other hand, 

for the on-site actual situation, the staff is short chronically. In this situation, the staff must perform the 

correspondence such as disasters to occur in addition to normal duties on the site. Therefore, about a new 

measure, the facilities manager cannot give enough responses. It is necessary to introduce the most 

suitable management system to cope with future disaster prevention and maintenance. This brings about a 

maximum management effect in limited budget and talented people by being accompanied by the 

appropriate inflection of the hardware technology. 

This study clarified the present conditions and a problem about the measure of deterioration or disaster 

prevention for the earthwork structure and the organization or system which carried out measures them. 

At first, as a solution to those problems policy, restoration technology technique of the embankment 

collapse disaster to occur frequently was shown. Then, a rational maintenance system was developed 

about the issue of deterioration of structure. Furthermore, this study proposed that it was necessary to take 

the ISO55000 series into account in an infrastructure management system. 
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第１章．序論 

 

 

１．１ 研究背景 

 

 2011 年に東日本大震災，2012 年には中央道笹子トンネルの天井板崩落事故が発

生し，インフラの老朽化や防災対策に対する取組みがなされているが，その後もイ

ンフラの老朽化に起因する事故や地震・豪雨等に伴う大規模な自然災害が後を絶

たない．日本の道路の総延長は約 120 万 km あり，そのうち 2m 以上の橋梁が約 70

万橋，トンネルが約１万個所存在するが，それらの構造物を除く多くの区間が盛土

や切土といった土工区間で構成されている．土工区間において，道路としての走行

性，安全性等の機能を確保するために設置される盛土，切土，擁壁，カルバート等

の構造物の総称が道路土工構造物である．道路土工構造物は，崩壊のメカニズムに

関する技術的知見の蓄積や土質構造等に関する情報が少ないため，このような不

確実性を考慮したメンテナンスサイクルの構築が必要である．土工構造物につい

ては，2014 年 6 月に「シェッド・大型カルバート等定期点検要領」1)が策定され

2015 年 3 月に「道路土工構造物技術基準」2)が制定された．このようにインフラメ

ンテナンスに関わる各種の取り組みがなされる一方，メンテナンスサイクルを実

行する事業執行システムの体制整備は不十分な状況にある． 

 一方，災害の視点で昨今の状況を捉まえると，2011 年 3 月の東日本大震災発生

後，被災地での復興に向けた諸事業が進捗する状況において，2015 年 9 月の関東・

東北豪雨，2016 年 4 月の熊本地震と大規模な自然災害が相次いで発生している．

これらの豪雨や地震により道路盛土等が大きく崩壊するなど道路土工構造物の災
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害が大規模化し，交通機能が遮断され，復旧までに時間を要することで物流に支障

を来すことや集落の孤立等の社会的影響が拡大しつつある．今後，このような大規

模災害は異常気象の影響等により増加する可能性は高く，道路管理者は，単に災害

現場の技術的な解決を行うだけでなく，被災した道路の要求性能や周辺状況も勘

案した上で，遮断された交通機能の早期の回復のために，適切かつ迅速な復旧工法

の選定を行うなどの現場でのマネジメント力が必要とされる（写真-1.1.1）．筆者

は，これまでに道路行政機関における緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）や研究

機関における専門家の立場で様々な災害や老朽化した土木構造物の現場に立会し

てきた．近年の集中豪雨や大規模地震は，過去に経験しなかった外力が土木構造物

に作用し災害を引き起こす要因となっているが，老朽化に起因する事故は，構造物

の点検を適切に実施していれば未然に防止出来るケースも少なくない．災害対応

等を現場の最前線で指揮・監督する国土交通省直轄の国道事務所や出張所等の組

織は，過度な人員削減が先行する一方，事業執行の形態は旧態依然どころかメンテ

ナンスや大規模災害への対応など，これまで以上の負荷が増大しつつあり危機的

な状況である．今後，首都直下型や南海トラフ等の巨大地震の発生が予測される状

況において，現状の組織体制で十分に対応出来る状況とは言い難い． 

 

写真-1.1.1 迅速な復旧に向けた TEC-FORCE による現場での災害対応マネジメント(H27.9）3) 
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１．２ 研究目的 

  

近年，全国各地において，豪雨あるいは大規模地震等による道路盛土の崩壊や

のり面の崩壊が頻繁に発生している．東日本大震災（写真-1.2.1），その後の関

東・東北豪雨（写真-1.2.2），熊本地震等による大規模な自然災害，また，中央

道笹子トンネルの天井板崩落（写真-1.2.3）等のインフラの老朽化やメンテナン

スに起因する事故が後を絶たない．  

これらの対策として，国土交通省では，道路法の改正，定期点検要領の策定 1)，

技術基準の策定，地方公共団体との道路メンテナンス会議 4)の開催など様々な取

り組みを行っている． 

 

写真-1.2.1 東日本大震災により発生した路面段差(H24.3) 

  

写真-1.2.2 関東･東北豪雨により崩壊した道路盛土(H27.9) 
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更に，図-1.2.1，図-1-2.2 に示すとおり，2013（H25）年をメンテナンス元年，2016

（H28）年を生産性革命元年と位置づけ，人口減少化社会を見据えた様々な施策に

も取り組んでいる．しかしながら，地方整備局等の実態としては，図-1.2.3 に示

すとおり，第一線でインフラを整備・管理する地方整備局の定員は年々削減され，

人員不足の状況の中で，通常業務に加え，目の前の現場で発生する災害等の対応に

追われており，新しい施策についても十分な対応が図られていない状況にある． 

 

写真-1.2.3 中央道笹子トンネルの天井板崩落事故(H25.12)5) 

出典：http://www.mlit.go.jp/road/road_tk1_000033.html 

 

図-1.2.1 建設事業全体を取り巻く環境 6) 
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図-1.2.2 i-Construction の推進による新技術等の導入 6) 

 

図-1.2.3 地方整備局職員数の推移 7) 
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図-1.2.4 に本研究の対象領域を示す．研究のキーワードとして「災害対応（防

災）」，「メンテナンス」，「マネジメント」とし，各々に対する研究項目及び担当章

（第３章～第５章）を示している．頻発する大規模な災害に対する迅速な復旧技術

と災害時の対応マネジメント，ストックが増大するインフラに対するスパイラル

アップメンテナンスさせるシステム，多様化，突発する業務と縮小する組織・予算

において，全体最適となるマネジメントシステムの導入は必要不可欠である． 

本研究では，老朽化や崩壊のメカニズムが未解明な部分が多く，かつ近年のゲリ

ラ豪雨や大規模地震等により大規模な崩壊が全国的に多く発生しつつある道路盛

土等の道路土工構造物を対象に，インフラの老朽化及び災害の現状と課題に触れ

つつ，これからの防災やメンテナンスの対応を中心としたインフラマネジメント

のあるべき方向性について研究・考察する． 

防災面においては，道路盛土災害事例から崩壊形態や現場の制約条件による復

旧対策手法等について分析・整理するとともに，被災した現場を迅速に復旧し通行

 

図-1.2.4 本研究の対象領域  

●災害対応（防災）
頻発する大規模な
道路盛土災害

【キーワード】 【研究項目】

第３章
迅速な復旧技術と災害対応
マネジメントの改善

●メンテナンス
老朽化するインフラ
ストックの増大

第４章
スパイラルアップするメンテ
ナンスシステムの提案

●マネジメント
多様化、突発する業務
と縮小する組織・予算

第５章
インフラマネジメントシステ
ムの提案
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止め等の社会的影響を低減可能な手法の一つとして大型土のうを用いた復旧モデ

ルを提案し，本設構造物としての適用性について，動的遠心力載荷模型実験及び実

大実験，及び格子状補強材を用いた段差復旧対策の実大実験を実施し，変形挙動や

施工性等を確認・検証するとともに，実験結果から従来工法との工期や工事費を試

算・比較し，災害対応マネジメントの改善の方向性を明らかとした． 

メンテナンスについては，道路土工構造物の特性を明らかにした上で，スパイラ

ルアップさせるメンテナンスとするためのシステムや組織体制等の改善の方向性

を明らかにした． 

更に，道路行政分野を中心に，マネジメント上の課題を分析し，改善の方向性を

整理した上で，これまで実際取り組まれてきた事例を検証しつつ，ISO55000 シリ

ーズを参考としたマネジメントシステムと今後の防災やメンテナンスの対応を中

心とした時代における組織体系の構築について提案した． 
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１．３ 論文構成 

 

図-1.3.1 に本研究のスキームと論文構成を示す．本研究では，土工構造物の老

朽化や災害等の対応を実施している組織や体制等について，研究の背景（第１章），

及び現状と課題（第２章）を明らかにした上で，それらの課題解決するための問題

点及び解決方策として，多発する盛土崩壊等の災害に対応するマネジメント（第３

章），老朽化問題に対応するメンテナンスシステムの構築（第４章），ISO55000 シ

リーズの考え方を組み込んだインフラマネジメントシステムの提案（第５章）を行

っている．さらに，第６章において，これらの成果を総括し，今後の展望を述べて

いる．以下に各章ごとの要旨を述べる． 

 

【研究スキームの色分け】紫：第３章，青：第４章，赤：第５章に関連 

図-1.3.1 本研究のスキームと論文構成  

研究の背景
①災害発生の頻発・激甚化 ④公務員（発注者）削減
②土木構造物の老朽化 ⑤人口減少
③笹子トンネル事故 ⑥担い手不足

現状
①災害による社会的影響拡大 ④業務多様化
②点検要領・技術基準の策定 ⑤担当職員激減
③ストック 総点検の実施 ⑥技術力低下

着目対象 ①災害対応 ②メンテナンス ③マネジメント

課題
①迅速な災害復旧技術 ④点検の実施体制
②災害対応マネジメン ト ⑤業務増大、トップヘビーな組織
③点検精度 ⑥技術的判断力低下

課題解決
の方向性

解決方策

①災害時の迅速な復旧技術の確立
②点検方法の革新、データベース構築
②メンテナンスを中心とした事業執行体制・組織への転換
③インフラマネジメン トシステムの確立
⇒ISO55000Xを参考としたマネジメン トシステムの導入

①災害対応やメンテナンスを中心としたマネジメン トスキーム確立
②品質確保、点検手法の確立
③担い手確保、技術力確保、体制確保

第１章．序論：研究背景、目的

第２章．事業執行の現状と課題
（災害、老朽化、マネジメント）
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第１章 序論 

東日本大震災，その後の関東・東北豪雨，熊本地震等による大規模な自然災害，

また，中央道笹子トンネルの天井板崩落等のインフラの老朽化やメンテナンスに

起因する事故が後を絶たない．これらの対策として，国土交通省では，2013 年

をメンテナンス元年，2016 年を生産性革命元年と位置づけ，人口減少化社会を

見据えた様々な施策にも取り組んでいる．しかしながら，地方整備局等の実態と

しては，慢性的な人員不足の状況の中で，通常業務に加え，目の前の現場で発生

する災害等の対応に追われており，新しい施策についても十分な対応が図られて

いない状況にある． 

本章では，これからの防災やメンテナンスの対応を中心としたインフラマネジ

メントのあり方について本研究の背景を概説し，本研究の目的および論文の構成

について示した． 

 

第２章 事業執行の現状と課題 

国道等を管理する地方整備局等の機関では，戦後一貫して拡大傾向にあった公

共事業予算が 1995 年度（平成 7 年度）をピークに年々縮小傾向となる中で，長

年にわたって組織・定員の減少が進んできた．一方では，従前の業務に加え，事

業の合意形成，施設の維持・管理，公共工事の品質確保，自治体支援等の新たな

業務が増加しており，公共事業発注機関の業務のあり方及びその業務を支える技

術力の維持・向上が大きな課題となっている． 

本章では，国道事務所等の現場の最前線で事業執行を担う組織について，職員

が削減される状況において，組織のマネジメント層，用地取得や工事を執行・監

理する現場対応層，予算を執行・管理する中堅層の各々が常に情報を共有し，現
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場で発生する課題解決を図りながら，限られた人数にて事業のＰ→Ｄ→Ｃ→Ａを

展開している状況について概説した． 

 

第３章 災害対応マネジメントの改善 

近年，大規模な土工構造物が地震等により甚大な被災を受ける場合がある．道

路管理者は，単に災害現場の技術的な解決を行うだけでなく，被災した道路の要

求性能や周辺状況も勘案した上で，遮断された交通機能の早期の回復のために，

適切かつ迅速な復旧工法の選定を行うなどの現場でのマネジメント力が必要と

される．  

本章では，道路盛土災害事例から崩壊形態や現場の制約条件による復旧対策手

法等について分析・整理するとともに，被災した現場を迅速に復旧し社会的影響

を低減可能な手法の一つとして大型土のうを用いた復旧モデルを提案し，本設構

造物としての適用性について，動的遠心力載荷模型実験及び実大実験，及び格子

状補強材を用いた段差復旧対策の実大実験を実施し，変形挙動や施工性等を確

認・検証した．その結果，従来の復旧方法よりも本復旧までに要する作業時間が

短縮し，早期の交通解放にも寄与できる可能性が確認できた．また，走行試験の

結果からも，車両が走行するのに支障が生じるような変状等も発生せず，短期的

な耐久性には問題ないことが確認出来た．以上により，考案した技術を現場へ適

用することにより，災害対応マネジメントの改善に寄与出来ることが明らかとな

った． 

 

第４章 メンテナンスシステムの構築 

増大するインフラストックを効率的にマネジメントしていくためには，執行体
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制，建設生産システム，品質確保，データベースの構築，CIM 導入等による技術

のイノベーションなど個々の改善方策に取り組むとともに，事業を執行するため

の予算についても改築と管理を連動させた柔軟且つ弾力的な執行システムに改

善することが必要である． 

本章では，これまで分離していた改築と管理（保全）の組織を予算執行も含め

て集約化するとともに横断的な業務である防災とマネジメントに係わる組織も

集約化し，今後のメンテナンスを中心とした機動的な事業執行システムについて

検討した．その結果，新しい執行システム確立に向けた方策，今後の組織体系に

ついて明らかにした．  

 

第５章 インフラマネジメントシステムの提案 

近年の集中豪雨や大規模地震は，過去に経験しなかった外力が土木構造物に作

用し災害を引き起こす要因となっているが，老朽化に起因する事故は，構造物の

点検を適切に実施していれば未然に防止出来るケースも少なくない．一方で，国

土交通省直轄の国道事務所や出張所等の組織は，過度な人員削減が先行し，事業

執行の形態は旧態依然どころかメンテナンスの対応に加え，突発的な大規模災害

への対応など，これまで以上の負荷が増大しつつあり危機的な状況である．今後，

首都直下型や南海トラフ等の巨大地震の発生が予測される状況において，現状の

組織体制で十分に対応出来る状況とは言い難い．  

本章では， 国道事務所等へのヒアリングによりマネジメント上の課題を抽出・

整理した上で，過去の道路行政マネジメントや現在の TEC-FORCE や技術エキス

パート研究会などの取り組みについて，継続的に改善する枠組みの構築や組織横

断的な体制構築の重要性について明らかにするとともに，ISO55000 シリーズを
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参考としたマネジメントシステムと今後の防災やメンテナンスの対応を中心と

した時代における組織体系の構築について提案した． 

 

第６章 結論と今後の展望 

本章では，各章から得られた結果を総括した上で，今後の防災とメンテナンス

を中心としたインフラメンテナンスシステムのあり方と今後の課題について示

した． 
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第２章 事業執行の現状と課題 

 

 

２．１ 概説 

 

東日本大震災，その後の関東・東北豪雨，熊本地震等による大規模な自然災害，

また，中央道笹子トンネルの天井板崩落のようなインフラの老朽化やメンテナン

スに起因する事故が後を絶たない．これらの対策として，国土交通省では，2013

年をメンテナンス元年，2016 年を生産性革命元年と位置づけ，人口減少化社会

を見据えた様々な施策にも取り組んでいる．しかしながら，国道や一級河川等を

整備・管理する地方整備局等の実態としては，慢性的な人員不足の状況の中で，

通常業務に加え，目の前の現場で発生する災害等の対応に追われており，新しい

施策についても十分な対応が図られていない状況にある． 

本章では，防災やメンテナンスの対応を中心としたインフラマネジメントにつ

いて，事業執行の現状と課題を整理した． 
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２．２ 地方整備局等を取り巻く環境 

 

図-2.2.1 に示す気象庁のデータによると，１時間降水量 50mm 以上の年間観

測回数は増加傾向となっている．また，図-2.2.2 に示すとおり，豪雨等の災害

による道路の通行止めも，1997（平成 9）年以降からゲリラ豪雨や豪雪，及び地

震の活発化等により増加する傾向となっている．図-2.2.3 は，過去 15 年間にお

ける公共事業関係費と国道や一級河川等を整備・管理する地方整備局職員数の推

移を示す．公共事業関係費は減少してきたものの，2012（平成 24）年度以降は増

加に転じつつあるが，予算や事業を執行する地方整備局の職員数は，行政改革の

一環で長年にわたって組織・定員の減少が続いている．一方では，従前の業務に

加え，事業の合意形成，施設の維持・管理，公共工事の品質確保，自治体支援等

の新たな業務が増加しており，公共事業発注機関の業務のあり方及びその業務を

支える技術力の維持・向上が大きな課題となっている． 

 

図-2.2.1 時間降水量 50mm 以上の観測回数 1) 

出典：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/info/heavyraintrend.html 
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図-2.2.3 国の公共事業関係費と地方整備局職員数の推移3) 

 

図-2.2.2 災害による通行止め回数 2) 

（年）

（回）
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２．３ 老朽化の現状と課題 

 

図-2.3.1 に示すとおり，我が国では 1964 年の東京オリンピック前後に整備さ

れたインフラが，今後一斉に老朽化し，将来的に維持管理・更新費が投資可能額

を上回る見込みである．また，図-2.3.2 に示すとおり，2033 年には，道路橋や

河川管理施設の６割以上が建設後 50 年以上経過した構造物となる． 

 
図-2.3.1 インフラの維持管理・更新費の見通し 4)を加工 

-10
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0

5
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1965 75 85 95 05 15 25 35 45 55

維持管理・更新費が2010年度の投資総額を上回る

額
新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

維持管理・更新費が
投資可能総額を上回る

維持管理・更新の費用は増加

年度（西暦）

兆
円

-5

-10

新設（充当可能）費

災害復旧費

更新費

維持管理費

維持管理・更新費が2010年度の投資総額

を上回る額

現在

 
 

図-2.3.2 建設後 50 年以上経過するインフラの割合 5)を加工 

出典：http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/02research/02_01.html 

施設名 2013年3月 2023年3月 2033年3月

道路橋

［約40万橋（橋長2ｍ以上）］

トンネル

［約1万本］

河川管理施設（水門等）

［約1万施設］

下水道管渠

［総延長：約45万km］

港湾岸壁

［約5千施設］

約18％ 約43％ 約67％

約20％ 約34％ 約50％

約8％ 約32％ 約58％

約25％ 約43％ 約64％

約2％ 約9％ 約24％
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道路分野では，図-2.3.3に示すとおり，笹子トンネルの事故以前からメンテナン

ス問題に着目し，国土交通省総合技術開発プロジェクト「社会資本の予防保全的管

理のための点検・監視技術の開発」6)等において，点検や診断技術の研究開発に取

り組んでいた．笹子トンネル事故以降，道路法の改正，５年に１回を基本とした定

期点検の義務化等の対策を講じるとともに，実用的な点検手法やモニタリング技

術，インフラ用ロボットの導入に向けた公募や現場検証にも取り組んでいる．地方

整備局の組織も，道路保全企画室，道路保全企画官，道路構造保全官等のメンテナ

ンスに専属的に対応するポストを新設するとともに，都道府県単位で「道路メンテ

ナンス会議」を設立し，各道路管理者が相互に連絡調整し，協力して情報の共有や

発信を行うことによって，点検・診断や修繕計画等の調整，技術基準類の理解，技

術的支援等を促進する等，道路施設の予防保全・老朽化対策の強化に取り組んでい

る．また，必要に応じて，国の職員等から構成される「道路メンテナンス技術集団」

による「直轄診断」や緊急的な修繕・更新を地方自治体に代わって国が代行する制

度も導入されている．しかしながら，前述した通り，既存の業務は従来と同様の対

応が求められる中で，十分なマンパワーが確保出来ない状況で新たに追加となっ

たメンテナンス問題の対応を強いられている． 

 

図-2.3.3 道路分野におけるメンテナンスに関する対応動向  

「社会資本メンテナンス元年」（H25）
メンテナンス関連の施策強化（当面講ずべき措置）

・基準・マニュアルの策定・見直し

【総プロ】社会資本の予防保全的管理のための点
検・監視技術の開発（H22～24）

笹子トンネル天井板落下事故（H24.12.2）

１．現場管理上の対策

・新技術の開発・導入等

・総点検の実施と修繕

・維持管理・更新情報の整備

２．現場を支える制度的な対策

３．長寿命化計画の推進

（道路・橋梁分野）

新しい点検・監視技術の
技術的可能性を見出す

（例）橋梁の鋼材埋込部等の点検・診断手法
・渦流探傷法による非破壊腐食損傷検出技術
・狭隘部分に進入可能な小型の点検ロボット

【点検，モニタリング技術】
公募による現場での試行と評価（H26.9～）

（「社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会」等）
・点検：き裂等調査（一部不可視部），ｺﾝｸﾘｰﾄ健全度調査等
・モニタリング技術：支承部および桁端部等の劣化状況等

【インフラ用ロボット】
公募による現場での試行と評価（H26.4～）

（「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」等）
・重点分野：維持管理では橋梁，トンネル，水中（ダム，河川）

を対象とした近接目視支援，打音検査支援，等

・道路法改正：点検基準法定化（H25.6）
・「定期点検要領」通知（H26.6.25）
・近接目視以外の方法として，「非破壊検査手法」が明記

（道路橋点検必携（H27.4））
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２．４ 災害の現状と課題 

 

写真-2.4.1，写真-2.4.2 に示すとおり，全国各地において，豪雨あるいは大

規模地震等による道路盛土の崩壊やのり面の崩壊が頻繁に発生している．これら

の事象は，従来の経験的知見に基づいた土工構造物の設計，施工，及び維持管理

では十分な対応が出来なくなってきたことを示唆しており，前述の図-2.2.1 に

示したとおり雨の降り方などが新たなステージに変わったものと認識し，構造物

全体のライフサイクルを見直すべき転換時期にきていることを示している． 

 

写真-2.4.1 関東･東北豪雨により崩壊した道路 

 

写真-2.4.1 東日本大震災により発生した路面段差 

 

写真-2.4.2 関東･東北豪雨により崩壊した道路盛土 
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土工構造物等の維持管理では，構造物の機能や性能を維持し，信頼性の高い道路

交通網を確保することが求められる．しかしながら，従来の維持管理においては，

点検等による効果が十分に発揮されているとは言い難い側面も存在する．図-

2.4.1に平成9年度から平成23年度に直轄国道で道路のり面崩壊等により発生した

通行止めを伴う災害発生個所と防災点検結果の関係を示す．全体で1,161個所の通

行止めを伴う災害が発生しているが，要対策個所およびカルテ点検個所として抽

出されていた個所は52%であり，カルテ点検対象外における通行止めは38％に及ぶ．

カルテ点検は，防災総点検で異常が発見された個所のみを対象とした点検であり，

防災総点検によってカルテ対応個所となっていない個所については，構造物の存

在自体が記録されておらず，日常の巡回等において十分な注意が払われていない

という課題もある．また，シェッド・大型カルバート等が義務付けられた定期点検

も，2017（平成29）年8月から高盛土や長大切土などの特定道路土工構造物も義務

付けられるなど，今後，更に膨大な労力と費用が必要となることが想定される．  

 

図-2.4.1 防災点検結果と災害発生個所の関係 7) 
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２．５ 土工構造物の点検の現状と課題 

 

宮武らは図-2.5.1に示すとおり，土工構造物の点検の特徴の一つとして，「老朽

化」と「防災」の２つの視点が存在することを唱えている．老朽化の視点では，シ

ェッド，カルバート，擁壁など主にコンクリート等で構成されている部材の性能が

何らかの要因により低下することで被害が発生することを予防保全的に対応する

ことが有効であり，防災の視点では，盛土，切土など地盤材料を主に構成されてい

る構造物の場合は，被害を及ぼす誘因を発見した場合でも対応が困難であり，規模

も大きく，かつメカニズムも不明確なことが多いことを指摘している．これまで

「防災」の視点では，５年に一度の防災総点検を中心に行われてきた．防災総点検

は，平成8年に発生した豊浜トンネル事故を受けて平成8年度の防災総点検から大

幅な見直しが行われた．防災総点検により抽出された要対策個所とカルテ対応個

所は，カルテの記録をベースとして巡視点検を実施し，道路の安全を確保するため

の取り組みが行われてきた．防災総点検は，平成18年にも実施され，要対策個所の

見直しが行われた．直轄国道の場合，防災総点検でカルテ対応とされた個所につい

ては年に一度の点検が行われ，要対策個所の異常の進行程度が記録され，必要によ

り対策が実施されてきている．一方「老朽化」の視点で最近実施されたものとして

は，平成24年12月の笹子トンネル天井板崩落事故を契機として実施された「ストッ

ク総点検」がある．ストック総点検では，第三者被害を防止する観点から，のり面

工・土工構造物の変状等の異常（部材の落下等により災害，第三者被害につながる

おそれのある変状等）を把握するための点検が実施された．以上から，本格的なメ

ンテナンス時代における土工構造物の維持管理は，①土工構造物に作用する外力

（地震動・降雨強度等）の変化，②土工構造物特有の不確実性，③老朽化と防災の
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２つの視点，等を総合的に勘案した予防保全型のメンテナンスシステムの確立が

必要であるといえる． 

 

 

  

 

図-2.5.1 土工構造物の「防災」と「老朽化」の関係 7) 

２つの視点の関係
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一部施設（排水工など）は
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大規模なもの(補強土壁等)は
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頭部等の一部部材は老朽化
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２．６ マネジメントの現状と課題 

 

（１）業務執行上の課題 

道路や河川等の公共施設を整備・管理する発注者における業務は，表-2.6.1に示

すとおり，従前の業務に加え，事業の合意形成，施設の維持・管理，公共工事の品

質確保，自治体支援等の新たな業務が増加しており，公共事業発注機関の業務のあ

り方及びその業務を支える技術力の維持・向上が大きな課題となっている． 

図-2.6.1に示すとおり，過去において，新規採用者や若手職員が十分に確保出来

た時代は，各事業担当課・担当係単位で担当者が複数配置され，調査設計，工事発

注，維持管理等に係わる業務の受け皿として縦型組織が十分機能していた．一方，

図-2.6.2に示すとおり，現在は業務の多様化による担当課や担当官の増設等によ

り横広がりな組織になるとともに，定員削減による新規採用者の抑制・若手職員の

減少により各業務を担う担当者が激減している．従来と現在を比較すると，従来は

数十名いた担当者が現在では数名程度（併任・再任用を除く）となっている．結果

的に横広がりな組織形態となり，中堅職員である係長や専門員，あるいはスタッフ

ポストとして増設された専門官等が従来の担当職員の業務を受け持たざるを得な

表-2.6.1 発注者の主な業務（参考文献8）に加筆）

 

従前の業務 新たな業務
〇予算
　・予算要求
　・予算執行、管理
○調査・設計及び施工
　・業者選定
　・監督・検査
　・成績評定　など
○維持管理
　・点検・パトロール等
　・災害時の対応　など

○社会的要請に対する対応
　・環境対策（環境への配慮）
　・情報公開
　・住民参加、合意形成
　・説明責任（アカウンタビリティ）　　など
○品質確保のための新たな制度導入による影響
　・多様な入札・契約方式の選定、手続き
　・技術力の評価　　　　　　　　　　　　など
○コスト縮減への対応
　・VEの導入　　　　　　　　　　　　　　　など
○管理水準の向上
〇自治体支援
　・災害復旧（TEC-FORCE）
　・品質確保（総合評価、改正品確法）技術指導
　・メンテナンス（老朽化診断）　　　　　など
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い状況となっている．この組織形態の変化は，図示している人口ピラミッドの形状

9)と酷似している． 

 

 

 

 

現在の組織形態（著者の経験に基づき図化）  

 

人口ピラミッド（2050年）  

図-2.6.2 現在組織と人口ピラミッド  
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従来の組織形態（著者の経験に基づき図化）  

 

人口ピラミッド（1950年）  

図-2.6.1 従来組織と人口ピラミッド  
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根本的な問題として，人口の減少が国家予算の逼迫に繋がり，その結果，公務員人

件費の削減にも繋がり，時代の要請による業務の多様化も相まって，現状の組織形

態にならざるを得ない状況に陥っている．むしろ，2050年の人口ピラミッドを先取

りした組織形態でもあり，将来を見据えると避けられない状況であるとも言える．

また，図-2.6.3に示すとおり，国家公務員の年齢構成を比較すると，2005（平成17）

年は20～30代が中心であったが，2015（平成27）年では40～50代が中心の年齢構成

と変化しており，現状の制度が継続されれば，10年後は50代以上が年齢構成の中心

となることから，中堅層の処遇対応や年功序列を基本としたキャリアシステムの

改善等も必要な状況である． 

                出典：http://www.jinji.go.jp/hakusho/h27/1-2-01-1-1.html 

（２）予算執行上の課題 

 国における予算執行，特に道路に関わる予算については，平成21年度からの道路

特定財源の一般財源化以降，予算執行の厳格化への取り組みが図られた．このた

 

図-2.6.3 国家公務員年齢構成の比較 10) 
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め，費目間はもちろんのこと，号線間の移し替えも厳しくなった．図-2.6.4に事例

として予算の執行体系と流用等の厳格化の現状を示す．同一事業個所における工

事費と用地費，あるいは測量設計費等の流用は，入札差金等の発生や流用の必要性

を理由に可能であるが，事業個所を跨いだりする場合の流用は，財務省の承認が原

則必要であり，事業そのものが反対運動や環境問題等により全体的に事業を休止

せざるを得ず予算執行が滞る場合など相当な理由がない限り非常に厳しくなって

いる．また，費目間を跨いだ流用や「改築系」と「管理系」における予算の流用は

原則出来ないことになっている． 

上記のような予算執行の厳格化が図られる一方，旧態依然として単年度予算が

基本であり，示達された予算は年度内に全額執行することが原則となっている．こ

のため，下半期から年度末にかけて，予算を所掌する担当部署は，全額執行に向け

 

図-2.6.4  予算執行体系と厳格化の現状 

【凡例】
・〇：流用可能
・△：やむを得ない理由により可能
・×：不可

×

測
量
設
計
費

測
量
設
計
費

測
量
設
計
費

測
量
設
計
費

国道〇号 国道△号 国道□号

工
事
費

改築系予算

交通円滑化 地域連携推進

用
地
費

〇〇

×

工
事
費

用
地
費

〇〇

工
事
費

用
地
費

〇〇

×△ 国道□号

工
事
費

用
地
費

〇〇

△

国道〇号 国道△号 国道□号

測
量
設
計
費

工
事
費

管理系予算

交通安全 維持

〇

測
量
設
計
費

工
事
費

用
地
費

〇〇

測
量
設
計
費

工
事
費

用
地
費

〇〇

×

△ 国道□号△

修繕

測
量
設
計
費

工
事
費

〇

国道〇号

測
量
設
計
費

工
事
費

〇

国道□号△

測
量
設
計
費

工
事
費

〇

×

【費目】

【号線・箇所】

【細目】

【費目】

【号線・箇所】

【細目】



- 27 - 
 

て日々帳簿等を睨みながら如何に繰越額を減らすか，あるいは不用額を発生しな

いようするかの対応に追われることとなる． 

国道事務所では職員が削減される状況において，図-2.6.5に示すとおり，組織の

マネジメント層，用地取得や工事を執行・監理する現場対応層，予算を執行・管理

する中堅層の各々が常に情報を共有し，現場で発生する課題解決を図りながら，限

られた人数にて事業のＰ→Ｄ→Ｃ→Ａを展開している状況にある． 

近年では新規採択時や事業中だけでなく，図-2.6.6に示すとおり，計画段階や事

業終了段階における事業評価が義務付けられたことや，メンテナンス分野におけ

る定期点検や自治体支援に係わるメンテナンス会議の開催や直轄診断，更には事

業の整備効果検証等の広報など，透明性・公平性の観点から多種多様な行政対応が

発生している． 

 

  

 
 

図-2.6.5 国道事務所における組織横断的な事業執行事例 

２．現場（工事・用地）会議
■リーダー：事業対策官、用地対策官
■サブリーダー：工務二課監督官、調査二課監督官
■メンバー：工務二課専門官、調査二課、用地二課、道路

管理一課の課長、出張所の所長、用地官、
専門官、係長等

■事務局：工務係長、道路調査係長、用地第一係長
■議題：各事業箇所・現場（工事・用地）の進捗管理、懸

案事項等の議論、情報共有

１．マネジメント会議
■リーダー：副所長（技・事）
■サブリーダー：計画課長、工務二課長、調二課長
■メンバー：事業対策官、建設専門官、計画、調査二

課、工務二課、用地二課の課長、係長等
■事務局：道路分析評価係長、工務二課専門官
■議題：実施方針、事業展開、各事業箇所の大きな

懸案事項等の議論、情報共有、軌道修正、方針変更

情報共有
課題解決

Planning（計画・調整）

Do（現場での展開・調整）

３．予算会議
■リーダー：工務二課専門官
■サブリーダー：道路維持係長、経理係長
■メンバー：工務二課専門官、経理係長、道路調査係

長、道路分析評価係長、 用地第一係長、
道路維持係長、 交通対策係長、道路修
繕係長、防災対策係長、 防災情報係長

■事務局：工務課専門官、経理係長
■議題：毎月の予算進捗確認・管理、予算執行等に係

わる課題・情報共有
Check（予算上のチェック・管理）

Action
（フィードバック、次への展開）
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図-2.6.7に地方自治体等で実施されている社会資本整備総合交付金事業の特徴

を示す．交付金事業の場合，①事業のパッケージ化による一体整備，②関連事業間

等における予算流用，③年度間調整（繰越し手続き等削減），④一定割合での関連

事業への執行（効果促進事業）等が可能となっている．国直轄の事業においても，

交付金事業のように，道路，河川の各事業をパッケージ化し，予算執行も関連する

事業一連で流用しながら橋梁の架け替え事業と堤防事業を一体化整備するなどし

て執行可能となるなど，より効果的な事業執行が実現できるものと思われる． 

 以上のように現状の事業執行システムは，人員，組織体制，予算執行制度など，

あらゆる面で課題を有しており，メンテナンスを中心とした執行システムの確立

には，前章で述べた技術的な課題とともに，これらのマネジメントシステムに関す

る課題解決が必要不可欠である． 

 
図-2.6.6 国道事務所における各段階における業務項目 
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社会資本整備総合交付金の特徴 

①個別事業をパッケージ化し一体的に事業執行 

②事業費の２割は効果促進する目的であれば自由に執行可能 

③事業間での予算流用が可能 

④事業費の年度間調整が可能（繰越し手続き不要） 

 

  図-2.6.7 社会資本整備総合交付金の概要11) 
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２．７ まとめ 

 

 本章で得られた知見を以下に総括する． 

（１）国道等を管理する地方整備局等の機関では，定員削減による慢性的な人員不

足の状況において，従前の業務に加え，事業の合意形成，施設の維持管理，公共

工事の品質確保，自治体支援等の新たな業務が増加しており，発注機関としての

業務のあり方及びその業務を支える技術力の維持・向上が大きな課題となって

いる． 

（２）東京オリンピック前後に整備されたインフラが，今後一斉に老朽化し，将来

的に維持管理・更新費が投資可能額を上回る見込みであり，道路分野では点検に

関する基準策定や新たな技術開発，メンテナンスに関する組織やポストの新設，

地方自治体とのメンテナンス会議の設立などの対策に取り組んでいるが，人員

が不足している状況において，十分な対応が図られていない． 

（３）豪雨や大規模地震等により災害による通行止め回数が増加しているが，災害

の半数は対策不要判定個所や点検対象外の個所において発生し，今後の土工構

造物の点検には膨大な労力と費用が必要となることが想定される． 

（４）定員削減による各業務を担う担当者の激減，組織形態や年齢構成の変化，予

算執行の厳格化など，あらゆる面で課題を有しているが，根本的な問題として人

口減少等を見据えると現状の組織形態にならざるを得ない状況であり，今後の

防災・メンテナンスを中心とした事業執行システムの確立には，これらのマネジ

メントシステムに関する課題解決が必要不可欠である．  
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第３章 災害対応マネジメントの改善 

 

 

３．１ 概説 

  

近年，大規模な土工構造物が地震等により甚大な被災を受ける場合がある．今

後，このような大規模災害は異常気象の影響等により増加する可能性は高く，道路

管理者は，単に災害現場の技術的な解決を行うだけでなく，被災した道路の要求性

能や周辺状況も勘案した上で，遮断された交通機能の早期の回復のために，適切か

つ迅速な復旧工法の選定を行うなどの現場でのマネジメント力が必要とされる．

現場の実態調査から，被災現場では大型土のうを用いた応急復旧の採用が多く見

られる．応急復旧対策としての設計・施工マニュアルとして「耐候性大型土のう積

層工法」1)も存在する．大型土のうは現場の状況に柔軟に対応でき簡易的に復旧可

能であることから多くの被災現場で採用されていると考えられる．しかし，従来の

大型土のうは仮設構造物であるため，本復旧の際には撤去作業が必要となり，本復

旧が完了するまでには時間を要する．被災した土工構造物を効率的に本復旧する

ためには，大型土のうを用いた応急復旧盛土をそのまま本復旧として活用するこ

とが有効であると考えられる． 

本章では，道路盛土災害事例から崩壊形態や現場の制約条件による復旧対策手

法等について分析・整理するとともに，被災した現場を迅速に復旧し通行止め等の

社会的影響を低減可能な手法の一つとして，大型土のうを用いた復旧モデルを提

案し，動的遠心力載荷模型実験及び実大実験等を実施し，大規模災害時におけるマ

ネジメントの改善手法を提案した 2)3)．  
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３．２ 盛土の災害復旧の現状分析 

 

 大規模な道路盛土等の災害において，災害復旧及び仮設構造物としての土工構

造物の問題点，今後開発すべき技術の方向性を明らかにすることを目的として，災

害事例に関する調査分析を行った 4)．調査方法は，既存の災害復旧事例に関する文

献 5),6),7),8)から 92 例を抽出し，表-3.2.1 に示す現場の概要，現場条件等について分

類・整理した．以下に採用された応急対策，復旧時の制約条件，地形と復旧対策工

等との関係について示す． 

a) 応急対策工 

図-3.2.1 に盛土の崩壊形態別による応急復旧対策工の採用割合を示す．崩壊形

態は，道路が全面通行止めとなる「完全崩壊」，片側通行可能な状態に留まった「部

分崩壊」に分類されるが，いずれの崩壊形態の場合においても，大型土のうを用い

た対策が高い割合で採用されていた．また，「完全崩壊」，「部分崩壊」では，盛土

の再構築あるいは切土による拡幅等の土工による応急復旧対策の採用が多かった． 

その他の復旧対策では，「完全崩壊」で仮橋が，「部分崩壊」では鋼矢板・H 鋼打設

等が採用されていた．以上から，崩壊の形態にかかわらず，応急復旧対策において，

大型土のうによる応急復旧対策が多く採用されていることが確認できた．   

図-3.2.2 は，災害復旧事例のうち，応急復旧日数 N と被災延長 W（道路延長方

向）が確認できた事例について関係を整理したものである．被災延長と応急復旧日 

数には概ね比例関係（N=0.4W）が見られ，特に被災延長が約 100m 以内且つ応急

復旧に要する日数が約 50 日以内のケースにおいては，相関関係が強い傾向にある． 



- 34 - 
 

 

表-3.2.1 文献・工事記録収集における主な調査項目 

 

 
 

分類 調査分類 調査項目 具体的な調査事項

災害工事規模 工事対象範囲、崩壊盛土高など

地盤特性 崩落土の土質、ボーリングデータなど 火山灰質粘性土、N値と地層構成など

道路の規格 道路の幅、常時の交通量など 高規格道、国道、地方道、生活道路など

迂回路の設置 迂回路を設置の有無 スペースがない、回り道可、地主が不同意など

排水処理 応急復旧、本復旧時の排水対策 暗渠、排水シート、砕石など

応急復旧 方法、仕様、手順、工事期間など 土のう、矢板など、

本復旧 復旧条件、工法選定理由、工事期間など ○日までに復旧、通行規制不可など

土砂の搬出入 撤去土量、搬入土量、撤去場所など

資材調達 使用重機・資材

現場の概要

現場の条件

マネジメント

 
図-3.2.1 盛土の崩壊形態による応急復旧対策工の割合 

 

図-3.2.2 応急復旧と被災延長の関係 
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また，応急復旧に 20～50 日間程度を要しているものが多く，長いものでは 4 ヶ月

近くに及んでいた．そのため，現場で使用されている大型土のうは，写真-3.2.1 に

示すような耐候性の高い材料が採用されているケースが多い 9)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 復旧時の制約条件 

表-3.2.2 に応急復旧対策時における制約条件を示す．応急復旧対策時の主な制

約条件は，施工，地盤，交通機能等の 7 つに分類できる．また，図-3.2.3 に応急

復旧工法選定時における制約条件の割合を示す．応急復旧工法の選定時に最も考

慮されている条件は，｢施工に関する条件｣と｢交通機能に関する条件｣である．迂回

路の設定や作業区間の確保が厳しいことが，応旧復旧対策時の工法選定の際に重

要な要因となっているものと考えられる． 

 

写真-3.2.1 耐候性大型土のうによる復旧状況 
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表-3.2.2 応急復旧対策時の制約条件 

 

No. 制約項目 制約内容 

1 施工に関する条件 
急峻な地形，狭隘な箇所， 

施工機械や材料の搬入が困難等 

2 地盤に関する条件 支持地盤の強度不足，支持層が深い等 

3 
崩壊土砂等に 

関する条件 

崩壊土砂や倒壊した構造物による閉塞， 

残土処分場がない等 

4 
建設資材に 

関する条件 

現地発生土の再利用の可否， 

被災構造物の殻の再利用の可否等 

5 
交通機能に 

関する条件 

迂回路の確保が困難， 

車線の確保が困難 

6 
地下水等の水に 

関する条件 
侵入水による復旧箇所の強度低下 

7 
二次災害等に 

関する条件 

復旧現場の強化復旧が発生， 

工事途中での復旧工法の見直し等が発生 

 

 
図-3.2.3 工法選定時に考慮した条件 

 
施工に関する条件

23%

地盤に関する条件
9%

崩壊土砂等に関
する条件

9%

建設資材に関する
条件
9%

交通機能に関する
条件
22%

地下水等の水に
関する条件

3%

二次災害等に関
する条件

19%

環境・景観に関す
る条件

6%
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c) 地形区分と復旧対策の関係 

 表-3.2.3 に採用時に選定された地形区分と応急復旧対策工の関係を示す．｢河川

沿い｣，｢山地｣では，大型土のうの採用が多い．｢河川沿い｣，｢山地｣では，迂回路

の設定が困難であったり，作業空間に制約があるような厳しい地形条件である場

合が多く，本復旧時に土のうを撤去する作業が生じることが予め分かっていても，

大型土のうを用いた復旧対策を採用せざるを得ない状況となっていることが考え

られる．以上の調査・分析結果から，大型土のうは，応急復旧としては有効である

とともに残置したまま本設構造物として適用することが出来れば，効率的な復旧

工法としての可能性が高いことが確認できた． 

 

  

表-3.2.3 地形区分と応急復旧工の関係 

 

 

地形区分 応急復旧工 割合 

河川沿い 

大型土のう 50％ 

ふとんかご 19％ 

補強土 7％ 

仮橋 7％ 

その他 17％ 

山地 

大型土のう 35％ 

土工 13％ 

補強土 3％ 

仮橋 3％ 

その他 46％ 

平地 

大型土のう 20％ 

土工 20％ 

その他 60％ 
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３．３ 復旧形状の提案 

 

上述の調査結果を踏まえ，大規模な被災現場における崩壊した場合の復旧手法

について検討した．図-3.3.1 に示すように，従来は応急復旧から本復旧の間に

土のうや盛土を撤去するなどの手戻りとなる作業が発生しており，応急復旧から

土のうを残置して本復旧する手法を考案した．図-3.3.2 に過去の災害事例を参

考に想定した道路盛土の大規模崩壊時における崩壊形状を，図-3.3.3（a）～（c）

に標準形状として設定した復旧モデルの断面図を示す．過去の災害では，片盛り

片切りした道路盛土において，切り盛り境が崩壊線となった崩壊パターンが多い．

この主な要因としては，地山との境界部の盛土が締固め不十分であったり，境界

沿いに水みちが生じたことが考えられる．図-3.3.3（a）の応急復旧は早期復旧

することを基本とし，崩壊土砂を確実に撤去した上で切土等の土工量をなるべく

低減させるとともに，崩壊土砂を一時的に仮置きするためのスペースの確保等も

考慮し，また，復旧する土工構造物が高盛土となるため盛土の安定性を確保する

観点から，補強材（ジオテキスタイル）を敷設することとした．図-3.3.3（b）

及び（c）に本復旧の断面形状を示す．大型土のうを残置した復旧盛土を本設構

造物として適用する場合，長期的に安定した状態を保持できる性能が要求される．

そこで，大型土のうを保護する目的で２種類の仕様を提案した．地山が近接し施

工スペースの確保が困難な現場に対しては，図-3.3.3（b）に示すように背面の

補強材を前面に延長させ壁面補強材と鋼製枠を用いて一体化した腹付盛土を設

置する構造（補強土タイプ），また，比較的に用地や施工条件等の制約がない現

場に対しては，図-3.3.3（c）に示すように前面を安定勾配で盛土する構造（安

定勾配タイプ）とした．  
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 図-3.3.1 大規模災害における復旧手法の提案 
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 図-3.3.2 大規模災害における崩壊形状 
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（a）応急復旧の断面形状 

 

 
（b）本復旧の断面形状（補強土タイプ） 

 

 
（c）本復旧の断面形状（安定勾配タイプ） 

 図-3.3.3 標準形状として設定した復旧モデル 
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３．４ 災害復旧関係者へのヒアリング 

 

 復旧形状の安定性を検証するための動的遠心力載荷模型実験を実施するにあた

り，実際に現場で災害対応マネジメントを経験された直轄国道の道路管理者及び

復旧作業者（施工業者）を対象に，復旧形状等についてヒアリングを実施した．具

体的には図-3.4.1 のシートを用いて，①施工上や構造上の問題が生じると思われ

る事項，②現場で活用するために必要と思われる改良点，③実験において計測等に

より確認しなければいけないと思われる事項，④その他，被災現場における土工工

事（復旧工事）の実情等に関して，ヒアリングを行った．ヒアリングの主な意見を

表-3.4.1 に示す．道路管理者・復旧作業者ともに，「大型土のう間に隙間が生じ，

水みちや盛土材流出」，「大型土のう設置箇所の締固め不足による沈下」，等を懸念

する意見があった．また，道路管理者からは，「大型土のう残置による盛土の品質

確保が懸念」，「大型土のう設置位置は交通荷重の影響範囲外とすべき」，との意見

があり，復旧作業者からは，「腹付盛土（補強材無し）ののり面勾配は 1:0.8 程度が

限界」，「大型土のう自体の排水機能の付加は有効」，等の意見があった．これらの

意見を踏まえ，実験ケースを設定した． 
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図-3.4.1 ヒアリングシート  
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表-3.4.1 ヒアリング結果       

 

※（ ）内の数字はヒアリング項目との関連を示す  

          

道路管理者（発注者（地方整備局・河川国道事務所）） 

(1) 大型土のう間に隙間が生じ，水みちや盛土材の流出が懸念．（①，③） 

(2) 大型土のう設置箇所の締固め不足による沈下が懸念．（①，③） 

(3) 大型土のうを残置することで本設構造物としての品質確保が懸念．（①，②） 

(4) 大型土のうの設置位置は，交通荷重の影響を直接受けない範囲にすべき．（①，③） 

(5) 盛土高さが高い場合，下層部を 3 列配置にした方が施工性や安定性が向上．（①，②） 

(6) のり面勾配を 1：0.5 にした場合，施工時の安全対策が必要．（①，②） 

(7) 大型土のうの品質管理が必要．施工及び品質はオペレータの技量に左右される． 

(8) 本復旧であれば，大型土のうの長期的耐久性の検証が必要．（②，③） 

(9) 大型土のうを擁壁（補強土）として考える場合，設計法および維持管理の手法が必要．（④） 

(10) 上記の懸念事項等が解決できれば有効な復旧方法．（④） 

復旧作業者（施工業者） 

(1) 大型土のうの間に隙間が生じ，水みちや盛土材の流出が懸念．（①，③） 

(2) 大型土のう設置箇所の締固め不足等による沈下が懸念．（①，③） 

(3) 大型土のう自体に排水機能を付加することは，しっかり施工できていれば問題ない．（①，③） 

(4) 腹付盛土ののり面勾配は，施工性等も勘案すると 1：0.8 程度が限界．（①，②） 

(5) 崩壊した土砂を崩壊面から完全に除去することが，その後の作業性や安全性に大きく影響． 

(6) 大型土のう間の隙間対策として，現場では流動化処理土を充填．（④） 

(7) 鋼製壁面材の使用は施工性や復旧の迅速性を勘案すると現実的でない．（①，③） 

(8) 復旧するのり面表面は，植生シートを用いて保護すると効果的．（②） 

(9) 実現場では大量の大型土のうや矢板等を確保する必要があり，材料調達・手配が困難．（④） 

(10) 補強材を敷設する作業はあまり手間だとは思わない．（④） 

(11) 現地発生土を利用する際は，土質により安定処理が必要な場合もある．（④） 

(12) 基本的に大型土のうを用いて本復旧することは可能．（④） 
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３．５ 模型実験による検証 

 

本節では災害復旧現場の実態や災害復旧関係者の意見を参考に復旧構造の基本

的なモデルから実現場の施工条件を踏まえたモデルを構築し，動的遠心力載荷模

型実験により，土のうの配列形状，排水条件等の違いによる挙動について検証し

た． 

 

（１）実験概要 

実験は写真-3.5.1 に示すとおり，最大遠心加速度が 100G まで対応可能なビー

ム型の動的遠心力載荷実験装置を用いた．模型は遠心力の相似則から，実スケール

の 1/50 とした．模型地盤は，写真-3.5.2 に示す長さ 1m×高さ 0.5m×幅 0.2m の実

験土槽内に，写真-3.5.3 に示すとおり，高さ 240mm（実スケールで 12m 相当）と

なるように大型土のう（12 段積み），盛土及び補強材を敷設し，更にその上に高さ

100mm（実スケールで 5m 相当）の嵩上げ盛土を構築した． 

 
写真-3.5.1 動的遠心力載荷実験装置 
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実験ケースは，本設構造物（本復旧）としての安定性に着目し，大型土のうを残

置させた状態において，地震動に対する地盤の変状や地下水位を与えた場合の排

水機能を明らかにするために，腹付盛土の形状，大型土のうの配列，盛土内の排水

条件（盛土下層部の基盤排水層及び土のう中詰材の排水機能の有無）等をパラメー

ターとして設定した．各ケースの仕様を表-3.5.1に，断面形状を図-3.5.1に示す．

CASE-1 は，土のうは配列せず一般的に本設構造物として採用されている補強土を

模擬したケースとし，CASE-2，CASE-6 は，排水機能を有する大型土のうを適用し

たケースとした．CASE-3，CASE-7 は，大型土のうの背面にベントナイト層を設け

ることで大型土のうの排水機能を低下（不透水）させ，CASE-4，CASE-8 は，大型

土のうの配列を上部（2 列）と下部（3 列）で変化させた．配列の変化点は，既往

 
 写真-3.5.3 模型地盤（補強土タイプ） 

 

地山 

大型土のう 

 
写真-3.5.2 実験土槽 
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の実験結果 10）において，大型土のうの設置高さの 1/2 より下の位置で水平方向の

変位が最大となったことなどから，変化点が新たな弱点とならないように大型土

のうの設置高さの 1/2 とした．CASE-5 は一般的な安定勾配で復旧した盛土（無補

強）を模擬したケースとした．模型を製作するに当たり，大型土のうは写真-3.5.4

に示すとおり，不織布（透水係数：2.7×10-2 cm/s）を用い，縦 20×横 20×高 20mm

（実スケールで 1.0×1.0×1.0m 相当）の立方体に作成した．大型土のうの中詰材

は密度を調整するために 7 号砕石とジリコンサンドを混合した材料（ρ t=1.80g/cm3）

を用いた．補強材は，実スケールで必要となる引張剛性 E･t（E：弾性係数，t：厚

さ）が本実験の相似則に合うようにポリエチレン製のジオテキスタイル（E･

t=36.0kN/m）を使用した．補強材の敷設長及び引張剛性は，ジオテキスタイルを用

いた設計・施工マニュアル 10)により算出した．補強土タイプの腹付盛土の壁面材

には，写真-3.5.5 に示すとおり，高さ 10mm のステンレス製のＬ型アングルを使

用した．補強材とＬ型アングルとは接着剤を用いて接続した． 盛土材は表-3.5.2

に示す江戸崎砂を用いた．盛土の締固め条件は，実際の現場条件を想定し，補強土

領域は締固め度 Dc=95％，CASE-5 及び腹付盛土の領域は締固め度 Dc=90％とした．

基礎地盤及び盛土背面の地山は，江戸崎砂とセメントを混合した改良土を用いて

堅固な地山条件を再現した． 

表-3.5.1 実験ケース  

 

腹付盛土 土のうの
形状 排水機能

CASE-1 無し 全面 -
CASE-2 2列 部分 透水
CASE-3 2列 部分 不透水
CASE-4 2,3列 部分 透水
CASE-5 無し 全面 -
CASE-6 2列 部分 透水
CASE-7 2列 部分 不透水
CASE-8 2,3列 部分 透水

ケース

補強土
タイプ

（勾配1：
0.5）

安定勾配
タイプ

（勾配1：
1.0）

土のうの配列 基盤排水層
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図-3.5.1 実験ケースの断面形状 
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(a) CASE-1（壁面材＋土のう無し） 
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(b) CASE-2（壁面材＋土のう） 
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(e) CASE-5（安定勾配＋土のう無し） 
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(f) CASE-6（安定勾配＋土のう） 
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(c) CASE-3（壁面材＋土のう（不透水）） 

 

(d) CASE-4（壁面材＋土のう（2 列,3列）） 
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(g)  CASE-7（安定勾配＋土のう（不透水）） 

 

 

 

(h) CASE-8（安定勾配＋土のう（2列,3列）） 
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写真-3.5.4 大型土のう 

 

表-3.5.2 盛土材の物性 

 

  

名称 江戸崎砂 
土粒子の密度 2.746 

粒度分

布 

礫分（％） ― 

砂分（％） 91.7 

ｼﾙﾄ分（％） 3.7 

粘土分（％） 4.6 

均等係数 U 3.09 

透水係数(cm/s) 1.02×10-3 

最大乾燥密度（g/cm3） 1.578 

最適含水比（％） 18.0 

湿潤密度 (kN/m3) 18.27 

粘着力 c(kN/m2) 14.21 

せん断抵抗角 φ（°） 35.76 

 

 

写真-3.5.5 壁面材と補強材模型  
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（２）実験手順 

実験は，模型に対して遠心加速度を 50G まで作用させ，模型の状態が安定した

後に盛土背面の地山から水を盛土内に供給した．その後，盛土内の間隙水圧が安定

した後に入力加速度 150gal，250gal，350gal，500gal の正弦波（2.0Hz）を 20 波ず

つ段階的に加振した．最大加速度は，レベル２地震動及び東日本大震災時に東北か

ら関東まで広域的に観測された震度６強程度を想定し 500gal とした．計測器の配

置を図-3.5.2 に示す．計測項目は，標点による盛土及び大型土のうの変位，盛土

内の土圧，応答加速度，間隙水圧，及び補強材のひずみ等とした． 

 
（a）補強土タイプ（CASE-3） 

 

 
（b）安定勾配タイプ（CASE-6） 

 

図-3.5.2 計測器の配置 
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（３）実験結果 

a) 盛土全体の挙動 

写真-3.5.6 に加震後の断面を示す．安定勾配タイプの CASE-6 では，前面の腹

付盛土の領域ですべり崩壊が生じているが，地山と大型土のうに挟まれた領域で

は，地山境界部で僅かなクラックが発生したものの大規模な変状は生じていない

ことが確認できた．補強土タイプは，腹付盛土も含めて大規模な変状は生じなかっ

た．図-3.5.3 に各ケースの入力加速度 350gal 加振後における盛土の相対変位分布

を，図-3.5.4 にせん断ひずみ分布を示す．図中の四角は土のう設置位置を示して

いる．何れのケースにおいても，土粒子の変位量は盛土下部では微小であり，盛土

上部で多く生じる傾向を示した．また，排水条件だけが違う CASE-2 と CASE-3，

及び CASE6 と CASE7 を比較することにより，盛土の変形は盛土の含水状態が影

響し，排水性を有する大型土のうの適用は，盛土の変形を抑制することが確認でき

た． 

 

 

 

写真-3.5.6 加震後の状態（CASE-6）  
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（単位 :mm）  

図-3.5.3 相対変位分布  
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図-3.5.4 せん断ひずみ分布  

CASE-1  
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更に加振後における盛土の挙動を詳細に把握するために画像解析を実施した．補

強土タイプ及び安定勾配タイプの解析範囲（メッシュ）を写真-3-5.7 に示す． 

何れのケースにおいても，土粒子の変位量は盛土下部では微小であり,盛土上部で

多く生じる傾向を示した．安定勾配タイプでは,腹付盛土にも変位が多く生じる傾

向を示した．大型土のうは，前列（腹付盛土側）と後列（地山側）の大型土のう及

び大型土のう設置箇所付近の盛土と同程度の変位を示していることが確認出来た． 

 

  

(a)補強土タイプ        

 

(b)安定勾配タイプ 

写真-3.5.7 解析範囲（メッシュ） 
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b) 大型土のうの挙動 

図-3.5.5 に加振後における後列（地山側）の大型土のうと大型土のうの背面に

位置する盛土に設けた標点の水平変位の相関を示す．ここで，CASE-1 及び CASE-

5 については，他の CASE で用いている標点と近い標点の水平変位を示す．大型土

のうと盛土の水平変位は同程度の変位を示しており，大型土のうを設置していな

い CASE-1 及び CASE-5 と同様な結果が得られた．また，0.9 程度の強い相関性が

認められ，大型土のうと盛土は一体的に挙動していることが確認できた． 

図-3.5.6 に入力加速度 500gal 加振後における後列（地山側）の大型土のうの水

平変位を示す．大型土のうの変形は，補強土タイプと安定勾配タイプで異なる挙動

を示した．補強土タイプでは盛土下部からはらみ出す変形を，安定勾配タイプでは

盛土下部の水平変位は抑制され，中間付近から水平変位が増加する変形を示した．

これは，大型土のう前面に腹付けした盛土の影響によるものと考えられる．また，

各々のタイプにおいて，土のうを設置しない CASE-1 や CASE-5 と土のうを設置し

たその他のケースでは変位量の違いは見られるものの，土のう残置による異常な

変形モードは確認されなかった．一方，補強土タイプ及び安定勾配タイプともに土

のう中詰材が不透水である CASE-3 と CASE-7 の変位が最も大きく，これらのケー

スでは水平変位と連動し，盛土天端部の全体的な沈下も確認された．土のうを 2，

3 列配置とした CASE-4 と CASE-8 を比較すると，腹付盛土にすべり破壊が生じた

安定勾配タイプ（CASE-8）に対し，補強土タイプ（CASE-4）においては大きな変

状は生じなかった．これは，腹付盛土の盛土形状や補強材の配置による影響と考え

られる． 
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図-3.5.5 大型土のうと盛土の挙動（水平変位） 

安定勾配  
ﾀｲﾌﾟ 

補強土  
ﾀｲﾌﾟ 

 

図-3.5.6 大型土のうの水平変位（後列） 

補強土ﾀｲﾌﾟ 安定勾配ﾀｲﾌﾟ 
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c) 応答変位 

図-3.5.7 に入力加速度 500gal 加振時における補強土タイプ（CASE-2）及び安

定勾配タイプ（CASE-6）の隣接した大型土のうの応答変位を示す．前列と後列の

大型土のうの応答変位は，振幅の大きさが異なるものの，概ね同位相の傾向を示し

た．この結果から，地震動等の作用による土のう間における隙間や水みち等の発生

の可能性は低いことが確認できた． 

 

d) 間隙水圧 

図-3.5.8 に盛土底盤における地山との境界付近に設置した間隙水圧計 P-2（実

線）及び盛土の中間に位置する間隙水圧計 P-4（破線）の加振時における過剰間隙

 

 
図-3.5.7 隣接した大型土のうの応答変位 

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 5 10 15 20

基
盤

に
対

す
る

相
対

変
位

(c
m

)

時間 (sec.)

A-10
A-11

-6

-4

-2

0

2

4

6

0 5 10 15 20

基
盤

に
対

す
る

相
対

変
位

(c
m

)

時間 (sec.)

A-13
A-14



- 57 - 
 

水圧（最大値）の変化を示す．大型土のうの中詰材の違いによる盛土底部（実線）

の間隙水圧を比較すると，補強土タイプ及び安定勾配タイプともに，不透水状態に

ある CASE-3 や CASE-7 の方が，透水状態である CASE-2 や CASE-6 よりも高い値

を示した．この結果から，排水機能を有する大型土のうの適用が過剰間隙水圧の抑

制に有効であることが確認できた． 

○CASE-1 
□CASE-2 
△CASE-3 
◇CASE-4 

○CASE-5 
□CASE-6 
△CASE-7 
◇CASE-8 

  

 

 
 

図-3.5.8 過剰間隙水圧（最大値） 
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３．６ 実大実験による検証 

 

 動的遠心力載荷模型実験の結果を踏まえ，土木研究所構内の試験フィールドに

おいて，復旧盛土を実大規模で構築し，施工性及び交通荷重の影響を確認し，実現

場への適用性を検証した．また，現場でのヒアリングの際に，災害時に発生する路

面段差に対する迅速且つ効果的な復旧方法に関する意見・要望も多かったことか

ら，法面保護等にも一部活用されている格子状補強材を用いた段差復旧技術につ

いても，実大実験において適用・検証することとした． 

（１）実験概要 

 実大実験は，土木研究所屋外にある土工管理実験場に復旧盛土及び段差復旧の

実大モデルを構築し，交通荷重による影響等を確認・検証できるように周回道路を

構築した．図-3.6.1 に周回道路の全体平面図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-3.6.1 周回道路全体平面図  
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（２）復旧盛土の構造 

 復旧盛土の断面図を図-3.6.2 に示す．復旧盛土は，断面Ａ及び断面Ｂの２種類

構築した．断面Ａは大型土のうを全て２列配置とし，断面Ｂは，2 段目までを 3 列

配置とした．復旧盛土の構築は，早期復旧を目的とした応急復旧構造を構築し，そ

の後，本復旧構造として前面に腹付盛土を構築した．なお，大型土のうは，恒久的

に残置することから，耐候性大型土のうを用いるとともに，盛土の安定性を確保す

るために，背面盛土に補強材（ジオテキスタイル）を敷設する構造とした．後述す

る走行実験は，応急復旧盛土完成後及び本復旧盛土完成後の各段階で実施した． 

 

 

図-3.6.2 断面図（本復旧時） 
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（３）格子状補強材を用いた路面段差復旧構造 

路面段差復旧は，周回道路上に 3 ケース(6 パターン)の実験モデルを構築した．

段差復旧断面を図-3.6.3 に示す．段差は東日本大震災時に茨城県内の国道で発生

した事例を参考に 100mm と 300mm の 2 種類とした．また，段差復旧の補強に用

いる格子状補強材は，化学繊維及び不織布の 4 種類（A～D）を用いるとともに，

従来工法として土のうによる復旧モデルも設定し，従来工法と格子状補強材を用

いた場合の施工性，交通荷重載荷前後の表面変位や補強材の変状・損失状況等を確

認した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.6.3 段差復旧断面図 
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（４）使用材料 

復旧盛土の構築で使用した材料及び計測機器を表-3.6.1 に示す．計測機器は，

復旧盛土施工中の変位や復旧盛土施工後に行う走行実験に伴う変位計測を行う目

的で，復旧盛土内に土圧計,光ファイバーセンサー機能付きジオテキスタイル（以

下，OFG と称す）及び水位観測孔を設置し，復旧盛土前面・周辺に地表面変位杭

を設置した．なお，計測機器の設置断面図を図-3.6.4 に示す．また，復旧盛土構

築の使用材料・計測機器を写真-3.6.1 に示す．また，路面段差復旧の構築に使用

した材料を表-3.6.2 及び写真-3.6.2 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.6.4 計測機器設置断面図 

表-3.6.1 復旧盛土に使用した材料・計測機器 

材料名  規格  
耐候性大型土のう  φ1100mm×H1100 

壁面材  H=0.5m 
層厚管理材  SP-70E*BS 1*50 

補強拘束ネット付植生シ

ート  
SG-SP17MTG*GR25 

補強材(ジオテキスタイル) HG-
50,80(T=30,49kN/m) 

壁面補強材  UC-20 
基盤排水層  RC-40 

大型土のう充填材  RC-40 

土圧計  EEP-5301D,EM-
M01T 

水位観測計  SKT-2C-50A 

地表面変位杭  変位計測ターゲッ

ト 
OFG HG-150-OPT 

 OFG 
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(a)耐候性大型土のう及び壁面材 

  

(b)層厚管理材及び補強拘束ネット付植生シート 

  

(c)補強材及び壁面補強材 

  

(d)土圧計及び水位計 

 

(e)OFG 

写真-3.6.1 使用材料・計測機器写真 
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表-3.6.2 路面段差復旧に使用した材料 

材料名 規格 備考 

格子状補強材 A 
ｾ ﾙ ｻ ｲ ｽ ﾞ :L224mm
× W259mm ×
H100mm 

高密度  
ポリ エ チレ

ン 

格子状補強材 B 
ｾ ﾙ ｻ ｲ ｽ ﾞ :L475mm
× W508mm ×
H100mm 

高密度  
ポリ エ チレ

ン 

格子状補強材 C 
ｾ ﾙ ｻ ｲ ｽ ﾞ :L224mm
× W259mm ×
H200mm 

高密度  
ポリ エ チレ

ン 

格子状補強材 D 
ｾ ﾙ ｻ ｲ ｽ ﾞ :L224mm
× W259mm ×
H100mm 

ポリ エ ステ

ル 

コンクリート床

版 
L3m × W3m ×
H0.3m 段差造成用  

                 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施工方法 

 復旧盛土の造成は以下の手順で施工した．土のうの作成や設置方法，及び補強材

の敷設方法・施工管理基準等は，「耐候性大型土のう積層工法マニュアル」1)や「ジ

オテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル」11)に準拠して行った．各

作業の状況を写真-3.6.3 に示す． 

 

補強材 A          補強材 B     

写真-3.6.2 格子状補強材 

補強材 C          補強材 D     
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①大型土のう設置面に補強材敷設（写真-3.6.3(a)）． 

②大型土のう設置（写真-3.6.3(b)）． 

③裏込め材の撒き出し，敷均し，転圧（写真-3.6.3(c)）． 

④1～3 の作業を大型土のう 4 段まで繰返し． 

⑤上載盛土部を構築（写真-3.6.3(d)）．応急復旧盛土完成． 

⑥壁面材及び植生シートの設置（写真-3.6.3(e)）． 

⑦裏込め材の撒き出し，敷均し，転圧（写真-3.6.3(f)）． 

⑧6 及び 7 を大型土のう設置高まで繰り返す． 

⑨腹付部上載盛土を構築（写真-3.6.3(g)）．本復旧盛土完成．   

   

  

(a)補強材敷設     (b)大型土のう設置 

  

(c)裏込め材敷均し 

  

(d)上載盛土構築・応急復旧盛土完成 

写真-3.6.3 復旧盛土施工状況 
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(e)壁面材及び補強材設置   (f)裏込め材敷均し 

  

(g)腹付部上載盛土構築・本復旧盛土完成 

写真-3.6.3 復旧盛土施工状況 

路面段差復旧の施工状況を写真-3.6.4 に示す．先ず，(a)に示すとおり路面段

差を模倣するためのコンクリート床版の隣に格子状補強材を敷設し，次に(b)に

示すとおり補強材の格子内に砕石を敷き均した．その後に(c)に示すとおりハン

ドガイドローラを用いて締め固めを行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-3.6.4 段差復旧施工状況 

(c)砕石締固め 

(b)砕石敷均し (a)格子状補強材の設置 
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（６）施工結果 

 復旧盛土の施工は，一般的なバックホウ等の機械および作業員 3 名で一連の作

業が行えた．また，構築した復旧盛土の現場密度を土の締固め試験法（A-c 法）及

び砂置換法（JISA1214）により確認したが，表-3.6.3 に示すとおり品質管理基準

値（Dc=90%）以上の値が得られた． 

図-3.6.5 及び図-3.6.6 に従来工法（土のうによる応急復旧→撤去→本復旧補強

盛土）で施工した場合と今回の試験施工で構築した復旧盛土の施工時間及び概算

工事費の比較を示す．現場の施工条件や制約条件等の影響も考慮する必要がある

ことから一概には言えないが，本工法を適用することにより，本復旧時の手戻り作

業がなくなるため約 4 割の施工時間短縮と約 3 割の施工費削減が見込める．また，

本工法は応急復旧完了後の交通解放以降，本復旧施工の際も交通規制を必要とし

ないことから，渋滞や迂回等の社会的影響の減少にも寄与できる可能性が高いこ

とが確認できた．以上から，大型土のうの撤去を必要としない今回の施工法は，こ

れまでの復旧工事より時間短縮が可能であるとともに，施工性も問題なく，現場適

用性は十分にあると判断できる． 

表-3.6.3 現場密度試験結果及び締固め度一覧表 

 

試験箇所  
湿潤密度  

ρ

t(g/cm3) 

含水

比  
w(%) 

乾燥密度  
ρ

d(g/cm3) 

締固め

度  
Dc(％ ) 

仮
復
旧 

1 段目  1.773 16.9 1.516 96.1 
2 段目  1.817 16.7 1.558 98.8 
3 段目  1.741 14.3 1.524 96.6 
4 段目  1.814 18.2 1.535 97.3 
上載盛

土  1.762 17.5 1.500 95.1 

本
復
旧 

3 段目  1.790 19.1 1.502 95.2 
4 段目  1.774 17.3 1.512 95.9 
3 段目  1.787 19.2 1.500 95.1 
4 段目  1.777 17.9 1.508 95.6 
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 格子状補強材を用いた段差復旧の施工結果を表-3.6.4に示す．各ケースともに

作業員2名にて20分程度で施工できた．補強材Bは補強材Aに比べ，格子間隔が広い

ことから施工性が良かった．補強材Cは補強材Aに比べ，格子の厚みがあることか

ら作業性は悪かった．また，補強材Dの段差の違いによる施工性（内容･時間）に

大きな違いはなかった． 

 

図-3.6.5 従来工法との施工時間の比較 

1.83 
2.47 2.09 

2.72 

0.82 

0.88 

2.87 

0.61 

3.01 

0.72 

0

1

2

3

4

5

6

7

従来工法A断面 試験施工A断面 従来工法B断面 試験施工B断面

施
工

時
間

(延
長

5
mあ

た
り

日
)

本復旧 応急復旧撤去 応急復旧

計5.5日

計3.1日

計6.0日

計3.4日

 

図-3.6.6 従来工法との概算工事費の比較 
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（７）走行実験 

復旧盛土及び段差復旧の施工を行った後，走行実験を実施した．走行実験は，復

旧盛土の応急復旧完了時及び本復旧完了時の各段階で 10t 級ダンプトラック（総重

量 20t）を走行させ，表層部の沈下量や事前に設置した計測機器等による復旧盛土

内部の変状等を調査した．なお，走行実験回数は，応急復旧盛土完了時 200 回，本

復旧盛土完了時 200 回の合計 400 回とした．写真-3.6.5 に走行実験状況を示す．  

 

表-3.6.4 格子状補強材の施工状況 

項目 

格子状補強材の種類 

補強材 A 補強材 B 補強材 C 補強材 D 

CASE1A CASE2A CASE1B CASE2C CASE3D CASE3D 

①設置時間 

②施工時間 

③必要人員 

④段差 

･22分 

･22分 

･2人 

･100mm 

･24分 

･22分 

･2人 

･300mm 

･14分 

･22分 

･2人 

･100mm 

･21分 

･28分 

･2人 

･300mm 

･20分 

･18分 

･2人) 

･300mm 

･18分 

･16分 

･2人 

･100mm 

 

 

写真-3.6.5 走行実験状況 
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a)復旧盛土 

走行実験時における復旧盛土の目視観察記録，舗装面沈下量，復旧盛土変位，復

旧盛土内土圧及びジオテキスタイルのひずみの状況について以下に示す． 

① 目視観察 

応急復旧盛土完成後のダンプトラック走行時においては，復旧盛土天端及び法面

の変状は見られなかった．一方，周回道路の舗装擦り付け部や舗装していない砕石

部においては，図-3.6.7(a)に示すとおり，亀裂やわだちが走行実験初期から発生

し，走行回数を重ねるごとに変状が進行した．また，本復旧盛土完成後の走行実験

においても，図-3.6.7(b)に示すとおり，復旧盛土自体の変状は見られなかった．

変状した箇所は，本復旧盛土構築時に並行して修復を行っており，本復旧盛土完成

後の走行実験では特に大きな変状は見られなかった． 

 

 

(b)本復旧盛土完成時の走行実験後 

図-3.6.7 周回道路目視確認状況図  

本復旧断面（200周後）

CASE 3

A-A断面

B-B断面
CASE 1

CASE 2
補強材範囲

埋め戻し

（測定・観察無）

※目視確認では、設置した大型土のうの移動、変状は無い

175周の状態から
あまり変化なし

175周の状態から
あまり変化なし

175周の状態から
あまり変化なし

わだち中

段差中

175周の状態から
あまり変化なし

僅かな亀裂が見られる

走行方向

舗装（応急復旧時）

舗装（本復旧時）

 

(a)応急復旧盛土完成時の走行実験後 

CASE 3

A-A断面

B-B断面
CASE 1

CASE 2

応急復旧断面（200周後）

擦り付け部
わだち部分の亀裂が発達し

破壊大

150周の状態から
あまり変化なし

わだち部分
土のう破損数増加

亀裂

わだち非常に深い、
段差拡大

わだち非常にふかい、
段差拡大

亀裂

段差小（緩やか）

段差小（緩やか）

段差非常に
大きくなる

地表に水の
浸み出し

わだち非常に深い

わだち非常に深い

ｺｰﾅｰ部分
特にわだち深い

わだち非常に深い

※目視確認では、設置した大型土のうの移動、変状は無い

150周の状態から
あまり変化なし

150周の状態から
あまり変化なし

走行方向
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②復旧盛土舗装面の変状 

 復旧盛土上の舗装面の沈下量の測定結果を表-3.6.5及び図-3.6.8に示す．なお，

沈下量は舗装横断面の中心で計測した．応急復旧盛土完成後の沈下量は，走行実験

終了(200 周走行)で A 断面が 40mm，B 断面が 28mm と僅かではあるが，A 断面の

沈下量がやや大きい結果となった．A 断面では，走行開始から 30 回走行までに

35mm 程度の沈下が生じているが，これは盛土完成直後の初期沈下及び即時沈下で

あると考えられる．また既往の文献 12)では，橋梁・高架等の接続盛土部において

100～300mm の段差を想定していることや，本復旧盛土完成後の走行実験では A

及び B 断面ともに殆ど沈下が発生しなかったことを踏まえると，構造の安定性に

影響を及ぼすものではないと考えられる． 

 
表-3.6.5 舗装面沈下量一覧表 

(a)応急復旧盛土完成後の走行実験 

 

 

0.0 7.5 15.0 22.5 30.0

計測日 周回数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

2015/12/3 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2015/12/4 2 0.1 0.5 0.3 1.1 0.5 0.3 0.8 0.0

〃 5 0.0 0.0 0.0 1.0 0.5 0.0 0.5 0.0

〃 10 0.0 0.3 0.2 1.0 0.5 0.0 0.5 0.0

〃 15 0.1 0.3 0.3 1.0 0.5 0.0 0.5 0.0

〃 20 0.2 0.3 0.4 1.1 0.5 0.0 0.5 0.0

2015/12/7 30 2.5 2.7 2.5 3.3 3.0 2.5 3.0 2.5

〃 50 2.5 2.7 2.6 3.5 3.0 2.5 3.0 2.5

〃 100 2.5 2.8 2.8 3.5 3.0 2.5 3.3 2.5

2015/12/8 150 2.7 2.7 3.0 4.0 3.2 2.5 3.5 2.7

〃 200 2.7 2.8 3.0 4.0 3.2 2.8 3.5 2.7

※走行回数0回を初期値とした．沈下量単位(cm)

距　離　（m）
法肩近傍
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③復旧盛土法面の変位および盛土内水平土圧 

 法面変位は，光波測量により大型土のう表面及び復旧盛土法面を計測した．応急

復旧盛土完成後及び本復旧盛土完成後の走行実験においても，Ａ断面，Ｂ断面の法

面変位は，水平・奥行方向ともに最大変位 2mm と小さく，交通荷重による影響は

発生しなかった．また，法面変位と同様に施工段階から本復旧盛土完成及び走行実

験終了後まで土圧計測も行ったが，走行実験前後における土圧の変化は特に見ら

表-3.6.5 舗装面沈下量一覧表 

(b)本復旧盛土完成後の走行実験 

 

 

0.0 7.5 15.0 22.5 30.0

計測日 周回数 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

2016/1/6 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2016/1/7 10 0.2 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.5 0.5

〃 50 0.2 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.5 0.5

〃 100 0.2 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.5 0.5

2016/1/8 150 0.2 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.5 0.5

〃 200 0.2 0.3 0.3 0.5 0.3 0.1 0.5 0.5

※走行回数0回を初期値とした．沈下量単位(cm)

距　離　（m）
法肩近傍

 

 
図-3.6.8 舗装面沈下図(A 断面及び B 断面) 

本復旧盛土応急復旧盛土
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れなかった．  

④ジオテキスタイルのひずみ 

 復旧盛土内に敷設した OFG のひずみは，応急復旧盛土の施工完了後，本復旧

盛土の施工完了後，及び走行実験前後で計測した． Ａ断面の各復旧段階におけ

る走行実験前後の計測結果を図-3.6.9 に示す．何れの復旧段階においても走行実

験前後でジオテキスタイルのひずみ分布には変化がなく，走行車両による繰返し

荷重の影響は確認されなかった．a1，a2 で計測された各層のひずみの最大値は，

大型土のう背面の裏込め部で確認した．本復旧時の a1 については，腹付盛土と

大型土のうの境界部で大きなひずみを確認したが，これは腹付盛土と大型土のう

の境界部で不同沈下が生じたものと推察する．また，当実験で計測されたひずみ

の最大値は，本復旧時の a2 で計測された 0.25％程度であり，補強材の破断ひず

み 3.00％に対して僅かな値を示しており安定した状態であった．図中の一点鎖線

は，応急復旧時における a1 及び a2 のひずみの最大値を結んだ円弧を，二点鎖線

は設計時の想定すべり面を示す．この結果から，実際のすべり線が設計時に求め

たすべり線より壁面側に潜在していると想定できる．これは，設計で見込まれて

いないジオテキスタイルによる補強効果等が要因として考えられる． 

b)段差復旧 

 写真-3.6.6 に走行実験後の状況を，図-3.6.10 に各段差復旧箇所の走行実験後

の地表面変位を示す．なお，表層部を砕石で覆った CASE2 と従来の土のうを用

いた CASE3 の片側のケースは，走行実験途中でわだち掘れや土のうの破損が顕

著となり，車両の走行が困難な状況となったため 200 周までとなった． 

400 周走行後で，最も沈下量が小さかったのは CASE3 の補強材 D であり，次

いで補強材 A であった．材質の違いはあるものの，双方ともセルサイズが小さい
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タイプであった．実験中，目視観察も行っていたが，間詰めされている砕石の飛

散等もなく走行車両に支障が生じるようなわだちにもならなかった．一方で

CASE3 の従来の土のうの場合，写真-3.6.7 に示すように 30 周を過ぎたあたりか

ら破れはじめ，200 周では完全に破損してしまった．以上の結果から，段差復旧

箇所に補強材 A や補強材 D を適用することにより，従来の土のうによる対策に

比べ安定した状態で保持でき，迅速な段差復旧技術として有効であることが確認

出来た． 

 

(a)応急復旧時 

 

 

 

 

 

 

 

 (b)本復旧時 

図-3.6.9 ジオテキスタイルのひずみ分布 
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  (b)CASE2 

 

 

 

  (c)CASE3 

  図-3.6.10 段差復旧断面の地表面変位 
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CASE2 

写真-3.6.6 走行実験後の段差復旧箇所の状況 
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30 周時点 

 

 
200 周時点 

写真-3.6.7 従来の土のうの破損状況 
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３．７ 改善効果 

図-3.7.1 に上述の実験による検証を踏まえた災害時の対応マネジメントの改善

効果を示す．本研究で提案した工法を適用することにより，本復旧時の手戻り作業

がなくなり，施工時間短縮と施工費削減が見込め，本復旧施工の際も交通規制を必

要としないことから，通行止め時間の削減にも繋がり，渋滞や迂回等の社会的影響

の減少にも寄与できる可能性が高いことが確認できた．  

 

 

 

  

 
図-3.7.1 災害対応マネジメントの改善効果 
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３．８ まとめ 

 

道路盛土の崩壊等の災害現場における応急復旧方法等の実態を調査分析し，災

害復旧対応者へのヒアリング等から得られた知見等を踏まえ，災害対応マネジメ

ントの改善の一手法として，大型土のうと補強材（ジオテキスタイル）を組み合わ

せた新しい復旧工法を提案し，本設構造物としての適用性について，遠心力載荷模

型実験により基本性状を検証するとともに，格子状補強材を用いた段差復旧技術

も併せて実大実験を実施し，構造物としての安定性や施工性，及び災害対応マネジ

メントの改善の方向性を明らかにした．本章で得られた知見を以下に示す．  

（１）現場実態調査・分析 

  過去の実態等から，道路盛土等の災害復旧現場では，「完全崩壊」及び「部分

崩壊」等の崩壊形状によらず，施工性や資材調達の迅速性の観点から大型土のう

を用いて応急復旧する現場が多いことが確認でき，土のうを残置したまま本復

旧盛土を構築することにより，復旧作業の効率化が図られ，迅速な交通解放にも

つながる可能性があることが確認出来た．  

（２）現場ヒアリング 

  大型土のうを残置した本復旧盛土の構造について，道路管理者・復旧作業者と

もに，①土のう間に隙間や水みち，盛土材流出，②土のう設置箇所の締固め不足

による沈下，等を懸念する意見があった一方，道路管理者からは，①土のう残置

による品質確保，②土のう設置位置（交通荷重影響範囲外）の配慮，復旧作業者

からは，①腹付盛土の安定勾配の確保，②土のう自体の排水機能の有効性，等の

有意義な意見が得られた． 

 



- 78 - 
 

（３）遠心力載荷模型実験 

  災害復旧現場の実態や災害復旧関係者の意見を参考に復旧構造の基本的なモ

デルから実現場の施工条件を踏まえたモデルを構築し，土のうの配列形状，排水

条件等の違いによる挙動について検証した．実験結果より，配列形状の違いによ

る挙動の差異がないこと，地震時における構造の安定性，土のうの排水機能の有

用性等について確認でき，実大実験のケース設定に反映することが出来た． 

（４）実大実験 

試験フィールドにおいて，実大の大型土のうを用いた復旧盛土を構築し，大型

車両による走行試験を実施した．応急復旧及び本復旧の各段階において，計画し

た施工手順に基づき復旧盛土を構築することができともに，本復旧までに要する

作業時間が短縮し，コスト縮減や早期の交通解放にも寄与できることが確認でき，

災害対応マネジメントの観点からも現場適用性が高いことが明らかになった．走

行試験の結果からも，車両が走行するのに支障が生じるような変状等も発生しな

かった．このことから，短期的な耐久性には問題ないことが確認出来た． 

（５）格子状補強材を用いた路面段差復旧の適用性 

従来の土のうによる段差復旧に比べ，施工性及び耐久性に優れていた．走行試

験の結果では，補強材の材質の違いによる施工性の違いはなかった．また，交通

荷重に直接接触するタイプの方が，わだちの発生が抑制され補強効果が高いこと

が確認出来た． 

（６）改善効果 

今回提案した新しい災害復旧手法を適用することにより，大規模災害時におけ

るマネジメントの改善に寄与し，早期の交通解放など社会的影響の低減にも貢献

できることが明らかとなった． 
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第４章 メンテナンスシステムの構築 

 

 

４．１ 概説 

 

 日本の道路の総延長は約120万kmあり，そのうち2m以上の橋梁が約70万橋，トン

ネルが約１万個所存在するが，それらの構造物を除く多くの区間が盛土や切土と

いった土工区間で構成されている．土工区間において，道路の安全性を確保するた

めに設置される盛土，切土，擁壁，カルバート等の構造物の総称が道路土工構造物

である． 

道路土工構造物は，崩壊のメカニズムに関する技術的知見の蓄積や土質構造等

に関する情報が少ないため，このような不確実性を考慮したメンテナンスサイク

ルの構築が必要である．土工構造物については国において，2014 年 6 月に「シェ

ッド・大型カルバート等定期点検要領」1)が策定され，2015 年 3 月に「道路土工構

造物技術基準」2)が制定された．このようにインフラメンテナンスに関わる各種の

取り組みがなされる一方，メンテナンスサイクルを実行する事業執行システムの

体制整備は不十分な状況にある． 

本章では，道路土工構造物のメンテナンスの現状と課題に触れつつ，スパイラル

アップメンテナンスを実現させるための事業執行システムと組織・体制について

提案した． 
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４．２ 道路土工構造物の特性 

 

道路土工構造物（以下，土工構造物と称す）とは，道路を建設するために土砂や

岩石等の地盤材料を主材料として構成される構造物，及びそれらに附帯する構造

物の総称である．主な土工構造物としては，盛土，切土，擁壁，落石防護柵，シェ

ッド，カルバート等がある．土工構造物は様々な材料によって構成されるが主要な

材料は土である．土工構造物は，道路の供用開始後長期間にわたり道路交通の安全

かつ円滑な状態を確保するための機能を果たすことを目的として構築されるもの

である．土工構造物と土の間には，土圧の発生や裏込めの拘束といった様々な相互

作用が発生するが，こうした相互作用の評価にあたっては，いまだに過去の経験的

知見によるところが大きく，メカニズムは未解明な部分が多い．これらの相互作用

のうちの代表的なものが土圧であるが，過去の経験的知見に基づく算定法はある

ものの，実際には使用されている材料のばらつきや施工の影響，降雨や湧水等の影

響による含水率の変化によって土圧は非常にばらつくことが，コンクリートや鋼

構造物と大きく異なる．また，鉄道等の分野では，首都直下型地震を想定し，盛土

の耐震性能の評価と破壊形態を踏まえた対策基準を策定し，既設盛土の耐震補強

対策が積極的に実施されている．しかしながら，道路盛土等の道路土工構造物の多

くは，上述した理由により過去の経験・実績から妥当とみなせる方法等により対応

を図っている状況である． 

 

（１）土工構造物の不確実性 

 土工構造物は，崩壊のメカニズムに関する技術的知見の蓄積や土質構造等に関

する情報が少ないため，このような不確実性を考慮したメンテナンスサイクルの
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構築が必要である．土工構造物の主材料である土は多種多様であり，多くの現場で

は，他の現場で発生した土を活用している場合が多い．図-4.2.1に示すとおり，発

生土の利用率は平成20年度実績で78.6%，平成24年度実績で88.3%と増加している．

従来は隣接工区や同一事業で発生する類似の地盤材料を用いて，切土材を盛土材

に流用するなどして現場内で調整していたが，昨今では，リサイクルの積極的推進

の観点から，遠隔地の別事業で発生した地盤材料等であっても有効利用している．

一方，図-4.2.2に示すとおり，建設現場において使用される土のうち新材土砂が利

用される割合は，平成7年度では60%以上であったが平成20年度は20%程度に低下し

ている．その結果，例えば同一の盛土においても上層と下層，同一の層においても，

異なる現場から発生した土が使用され，材料の物性値にもばらつきが生じている．

また，自然斜面等も土工構造物として対策が講じられるものであるが，人為的な改

変が加えられていないものであり，その内部構成は推定によらざるをえず，大きな

不確実性を有している．このような現状を踏まえると，土工構造物の内包する不確

実性については，根本的な解消は期待できないものと考えられる．土工構造物は，

鋼構造物やコンクリート構造物と比べ，このような不確実性を多く有しているこ

とから，維持管理段階に施工時のデータを確実に引継ぐとともに，変状等の兆候が

 

図-4.2.1 建設発生土の利用率 3) 
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確認した場合には詳細調査し，状況を記録するとともに措置していくことが重要

である． 

 

（２）維持管理の種類 

 道路の維持管理は，通常，走行空間の快適性の向上，路面の異状・障害に起因す

る事故防止，沿道環境向上を目的に実施されている．具体的には，道路巡回，路面

清掃，除草，樹木剪定，除雪等である．これらを各地域の気象条件や地理的特性，

道路の周辺環境等を考慮して適切な時期・頻度を設定し実施することが求められ

る．国土交通省では「国が管理する一般国道及び高速自動車国道の維持管理基準

（案）」4)を策定し，一般的に表-4.2.1を基本に土工構造物の維持管理が実施され

ている．上記の維持管理のサイクルにおいて，通常巡回，定期巡回，構造物点検等

の組合せにより，土工構造物についても適宜適切に点検を実施し，発見された異常

は，診断，措置，記録等を行い，道路利用者に対して一定のサービス水準が確保さ

れるよう配慮する必要がある．  

 

図-4.2.2 建設現場における新材土砂の利用率 3) 
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（３）土工構造物の点検の種類 

土工構造物の点検を頻度で区分すると，①日常点検，②定期点検，③異常時点検，

の３つに分類される．直轄国道におけるこれらの点検は，通常，表-4.2.1に示す巡

回と併せて実施されている．図-4.2.3に擁壁を例に点検のイメージと各点検で抽

出される事象を示す．日々のパトロール等による日常点検では，壁面のブロックが

落下しているような顕著な崩壊の状態が抽出され，年に１回程度の徒歩パトロー

ル等による定期点検では，壁面材の継ぎ目から盛土材が流出し始めているような

崩壊の前兆となる兆候が抽出される．また，震度４以上の地震発生後等の異常時点

検では，崩壊個所や変状個所の要因の抽出にも主眼をおきつつ，カルテ点検個所等

における過去の被災履歴や点検結果との相違等について点検することが重要であ

表-4.2.1 維持管理の種類（土工構造物関連を抜粋）4) 

 

種類 分類 概要

通常巡回

主に道路パトロールカーの車内より，道路の
異状，道路利用状況等を目視で確認，原則と
して以下の頻度で実施．
・平均交通量50,000台／日以上：１日に１回
・平均交通量5,000～50,000台／日未満：２日
に１回
・平均交通量5,000台／日未満：３日に１回

定期巡回
徒歩にて道路施設の状況等を確認するため，
原則として年に１回の頻度で実施．

異常時巡回

豪雨，地震等の異常気象時や災害発生時に
おいて，道路施設の被災状況や通行の可否
等を把握し，適切な措置を講じるため，適宜
実施．

構造物点検
土工構造物毎に定期的に実施．防災点検は
カルテ箇所に位置付けられた箇所について，
年１回の頻度で実施．

防災点検

過去の防災総点検等で要対策箇所および防
災カルテ箇所に位置づけられた箇所につい
て，道路巡回による目視点検に加え，原則と
して，年に１回の頻度で実施．

対策 防災対策

防災点検結果や現地点検等により対策が必
要と判断されたのり面・斜面等について，通
行規制区間の有無や災害発生の危険性等を
勘案して実施．

巡回

点検
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る．以上のように各々の点検では，同一構造物であっても抽出される事象や点検の

視点が異なるため，各点検を組み合わせて実施することにより，点検の熟度が高ま

り，予防保全的な管理が実現できることになる． 

 

 

  

 

図-4.2.3 各点検における変状等の抽出イメージ5) 

 

①日常点検

②定期点検 ③異常時点検擁壁

結果（崩壊）の抽出

兆候（崩壊前兆）の抽出 要因（崩壊要因）の抽出

不可視箇所の点検

④カルテ点検

安定度の評点化
・周辺条件（地形、基礎地盤、水、立地）
・本体形式（擁壁形式）
・被災履歴（躯体の変状、変状の進行）

擁壁の崩壊（例）

盛土材の流出（例）

壁面ブロックの落下

壁面の割れ

盛土材の流出 排水工の詰まり

排水工の詰まり

不可視箇所の基礎の洗掘



- 87 - 
 

４．３ システマティックなメンテナンス 

 

本格的なメンテナンス時代を迎えるにおいて，中谷6)は「これまで」と「これか

ら」へのシステムの変更が不可欠であることを唱えている．すなわち，「これまで」

の高度成長期のような「効率」に重きが置かれていた時代であれば，分業化が有効

であった．一方，「これから」の成熟期であるメンテナンス時代にあっては，「効果」

に重きが置かれ，不確定な条件を前提に個々の目的に応じて信頼性を評価しなが

ら個々に意志決定するシステムにパラダイムシフトすべきと指摘している．個々

の点検→診断→措置→記録のサイクルを回すだけでなく，各々の結果や記録を次

の他の点検に活用し，更にその結果を次々回の点検に反映可能なシステムが確立

されることになればスパイラルアップメンテナンスが実現可能である．これまで

は，道路の新設・改築に重点が置かれ，道路メンテナンスに関しては，予算面も含

め長期的な視点，又は予防保全的な対応が図られてきたとは言い難い．道路管理そ

のものも，変状や損傷が顕著に現れている個所や災害・事故等が発生した個所につ

いて，事後保全的な対応が図られるのが一般的であった．また，点検の実施や点検

結果の記録等も構造物単位であったり，点検毎に実施されているだけで，全体を俯

瞰した取り組みや統括的なマネジメントシステムの下で実施されてきたものでは

ないため，スパイラルアップしていく予防保全的なシステムに成り得ていない状

況が続いている．これらの現状と課題に対し，維持管理に関連する動向を踏まえ今

後の方向性について述べる． 

 

（１）点検要領策定と技術基準制定の動向 

 本格的なメンテナンス時代への対応として，国土交通省では，2014年3月31日に
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道路法施行規則の一部を改正する省令及びトンネル等の健全性の診断結果の分類

に関する告示を公布し同年7月1日より施行した7)．筆者らは，トンネル，橋と同様

に，土工構造物であるシェッド・大型カルバート等についても５年に１回の頻度で

近接目視により点検し，その健全性について４段階に区分した点検要領を策定し

た．また，国土交通省道路局と（国研）土木研究所及び国土技術政策総合研究所が

中心となり，新設・改築する基準として2015年3月31日に「道路土工構造物技術基

準」を制定し，その中で「維持管理に必要となる記録は適切に保存すること」を明

記した．特に，メンテナンスの基本となる要求性能の設定については，図-4.3.1に

示すように，例えば，重要度１である直轄国道上に計画されている橋梁に対してレ

ベル２地震動の作用に求められる要求性能が「耐震性能２」であれば，連続する補

強土壁の要求性能は「性能２」，隣接する盛土の要求性能も「性能２」と設定する

など，個々の構造物単位ではなく，道路ネットワークとしての整合を図りながら要

求性能を設定している． 

 

図-4.3.1 連続・隣接する構造物との要求性能 2) 

○連続・隣接する構造物との要求性能の整合のイメージ 作用：地震動（レベル２）

重要度１：直轄国道・主要地方道イメージ落石防護工

性能２

擁壁工

性能２

切土のり面工

性能２

性能２

グラウンドアンカー工

落石防護工

性能２

補強土壁

耐震性能２ 性能２補強土壁

橋梁性能２

盛土

性能２

切土のり面工

性能２

切土のり面工

橋梁

耐震性能２擁壁 擁壁

性能２ 性能２

カルバート

性能２

スノーシェッド

性能２切土のり面工

性能２

は、他の構造物の要求性能

は、連続する構造物の要求性能を勘案し、設定する性能

切土のり面工

性能２

ロックシェッド

性能２

盛土

性能２

盛土

性能２
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（２）システマティックな点検の重要性 

 盛土，擁壁，カルバート等の土工構造物は，直轄国道の場合，日々の巡回や月１

回の徒歩パトロール時に目視点検を実施するほか，防災総点検によるカルテ個所

に位置付けられた個所は，毎年カルテ点検を実施している．これらの点検結果につ

いては，単発的な記録や対応だけに留めるだけでなく，次回以降の点検あるいは修

繕等に反映・共有しながら，スパイラルアップとなるようシステマティックな仕組

みとする必要がある．山側壁を有するシェッドや大型カルバート等の構造物は，一

旦供用すると常に土圧等の作用を受けながら長期間使用されるため，状態は絶え

ず変化し続ける．したがって，供用安全性の確保のために，供用期間を通じて適切

なタイミングでかつ様々な手段による状態の確認が行われることが必要となる．

また，シェッドや大型カルバート等の供用安全性を合理的に確保するためには，

徐々に進行する経年的な劣化以外にも，事故や災害などによる突発的な状態の変

化や障害の発生，特殊な調査や高度な専門性をもった技術者による評価が不可欠

な損傷や劣化の発生など様々な事象に対して，二次災害の防止や予防保全の実現

など目的に応じて適当なタイミングで状況を把握することが不可欠である． 

 

（３）健全性の診断と結果の記録の必要性 

 表-4.3.1に部材単位及びシェッド・大型カルバート毎の健全性の診断で用いられ

る判定区分を，表-4.3.2に健全性を診断する各々の部材・部位の単位を示す．省令

に求められる「健全性の診断」はあくまでシェッド・大型カルバート単位のもので

あるが，全体としての状態は重要な役割を担う部材の状態によって決定づけられ

ることから，「部材単位の健全性の診断」を行った上で，その結果を考慮してシェ

ッドや大型カルバート単位の健全性の診断を行うことを基本としている．措置の
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最終的な意思決定は，最終的な責任者である道路管理者が行う必要がある． 

 

  

表-4.3.2 部材・部位の単位1) 

＜シェッド＞  

上部構造 下部構造 
支

承

部 

そ

の

他 

主

梁 

横

梁 

頂

版 

壁 

・ 

柱 

受

台 

谷側 

基礎 

 

＜大型カルバート＞  

カルバート本体 継手 ウイング 

 

表-4.3.1 判定の評価単位の標準1) 

(シェッド・大型カルバート等定期点検要領（道路局）) 

 

区分 状態 

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態．  

Ⅱ 予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが，予防保全の観点から措

置を講ずることが望ましい状態．  

Ⅲ 早期措置段階 
構造物の機能に支障が生じる可能性があり，早期に措置を講ず

べき状態．  

Ⅳ 緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている，又は生じる可能性が著しく

高く，緊急に措置を講ずべき状態．  
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４．４ スパイラルアップメンテナンスの構築 

 

点検結果は，各土工構造物の特性を踏まえ，個々に記録する対象部位や数値基準

を設定し，記録様式に記入するとともにデータベースに格納する必要がある．ま

た，格納された個々のデータを蓄積していくことにより，劣化予測分析や更新時期

の予測に活用可能なフォーマットにしておく工夫が必要である．土工構造物は，他

の土木構造物に比べメカニズムや健全性判定に関する技術的蓄積が十分でなく，

変状の有無から健全性を評価しにくいため，設計や施工の不確実性から維持管理

を継続していくことで性能を向上させていく必要がある．変状等に対する措置に

あたっては，これらの特性を踏まえることが重要である．例えば，土工構造物等の

変状，損傷によって安全な道路交通の確保に支障をきたすと判断されたり，第三者

への被害が発生する恐れがあると判断されたりしたものは，まず顕在化している

危険を除去し，当面の安全性を確保するための対応を行う必要がある．通行規制を

実施するといった対応に加えて，土工構造物本体の補修のみならず，例えば，切土

のり面の変状においては，大型土のう，仮設防護柵を設置するなど，災害による被

害の発生を抑止する対応を直ちに行うことも考える必要がある． 

また，道路交通の安全性が明確に脅かされている要因はないものの，将来的な

安全性の確保や効率的な土工構造物の維持管理のために何らかの対応が必要と考

えられるものは，所要の安全性を確保するための対応を行う必要がある．具体に

は，防護施設のような構造物を設置するようなハード対応とモニタリングによる

規制を併用した対応を行うことも必要となる． 

 点検の結果は，次期の点検において参照することにより，前回点検からの変化の

確認や，未点検個所の効率的な点検等が可能になる．また，蓄積することにより，
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点検の精緻化に寄与するほか，分析を行うことで要注意個所の絞り込みや点検手

法の高度化等に活用することができる．現状では各構造物の諸元や点検結果，カル

テ等のデータが各々の台帳やデータベースとして管理されているため，スパイラ

ルアップする仕組みとなり得ていない．個々の点検→診断→措置→記録のサイク

ルを回すだけでなく，図-4.4.1に示すように，日常，定期，異常時等の点検→診断

→措置→記録の各結果を情報共有する統合型データベースに蓄積するとともに，

各々の結果や記録を次の他の点検に活用し，更にその結果を次々回の点検に反映

可能なシステムが確立することになれば，現状の事後対応となっている維持管理

から予防保全的管理に転換し，スパイラルアップメンテナンスが実現可能である

と考える． 

増大するインフラストックを効率的にマネジメントしていくためには，執行体 

制，建設生産システム，品質確保，データベースの構築，CIM 導入等による技術

 

図-4.4.1 スパイラルアップメンテナンスの概念図5) 

統合型
データベース
・施設ID、位置情報
・調査設計データ

・基本情報、構造諸元
・通常巡回結果
・日常点検結果
・定期巡回結果
・定期点検結果

・異常時巡回結果
・異常時点検結果
・カルテ点検結果
・防災総点検結果

・ストック総点検結果
・健全性診断結果
・補修措置履歴
・修繕措置履歴

・予算執行データ
・必要予算データ

通常巡回
日常点検

【1～3日/回】

診 断

点 検 措 置

記 録

ストック総点検
【必要時】

診 断

点 検 措 置

記 録 防災総点検
カルテ点検

【5年/回・1年/回】

診 断

点 検 措 置

記 録
定期巡回
定期点検

【1～5年/回】

診 断

点 検 措 置

記 録

異常時巡回
異常時点検

【随時】

診 断

点 検 措 置

記 録
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のイノベーションなど個々の改善方策に取り組むとともに，事業を執行するため

の予算についても改築と管理を連動させた柔軟且つ弾力的な執行システムに改善

することが必要である． 

以上を踏まえ，今後の新しい執行システム確立に向けた方策を表-4.4.1 に，今

後の本格的なメンテナンス時代における公共事業執行システムのスキームを図-

4.4.2 に示す．技術者や予算が減少する一方，増大するインフラストックを効率的

にマネジメントしていくためには，執行体制，建設生産システム，品質確保，デー

タベースの構築，CIM 導入等による技術のイノベーションなど個々の改善方策に

取り組むとともに，事業を執行するための予算についても改築と管理を連動させ

た柔軟且つ弾力的な執行システムに改善することが必要であると考える． 

表-4.4.1 新しい執行システム確立に向けた方策  

 

着目対象

執行体制の見直し

建設生産システムの合理化

品質確保（入口のチェックから出口
のチェックへ）

統合データベース構築・運用による
効率化

ICT施工やCIM活用による設計、施
工、維持管理の高度化

IoTを活用し、予算、調査、設計、施工、維持管理ま
での各段階を横断・連携するデータベース

方策

データベースなどマネジメントツールの導入、組織
の二極化（マネジメント・現場）

複数年契約、地域一括契約、技術提案交渉方式、
ＥＣＩ方式等導入による契約手法の合理化・高度化

入札要件の緩和、段階検査・完成検査の厳格化
（第３者による検査、品質証明）

事後保全から予防保全型へ、設計、施工段階の
データを維持管理段階に継承し、スパイラルアップ
のメンテナンスを実施

 

図-4.4.2 本格的なメンテナンス時代における公共事業執行システムのスキーム  
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４．５ メンテナンスシステムを実現する組織・体制の提案 

 

発注者側の技術者は減少傾向にあるが，災害対応や維持管理業務の増大，多様な

入札契約制度，住民との合意形成など業務量は増大している．このため，近年，地

方公共団体では，「測量・調査・設計」や「点検・診断」「維持修繕」等において委

託を活用しつつ，「入札・契約」や「監督・検査」についても発注者支援等の業務

支援・補助を得ることが多くなっている．これらの委託を活用する場合であって

も，発注者側に十分な技術力がなければ良質な業務の実施が困難である．また，今

後更に業務量が増大すると予測される維持管理・修繕等に関しても，的確な対策を

進めるためには，インフラを管理する発注者側技術者による適切な判断力を育成

するとともに，発注者側の責任で行うべき業務内容を選別し，専門領域に十分取り

組めるような組織体制と業務環境を用意する必要がある． 

これ以上の発注者側の技術者の体制の弱体化は，国民の安全・安心を脅かすこ

とにもなりかねない．必要に応じて業務支援・補助を活用しながらも，今後の発注

者の役割，発注者として負うべき責任を明確にした上で，適切に人員を配置し，技

術力を強化することが重要である． 

図-4.5.1 に国直轄の道路行政機関等における今後の組織体系（案）を示す．現

場を監督・管理する組織（出張所）を中心に位置付け，これまで分離していた改築

と管理（保全）の組織は予算執行も含めて集約化し，横断的業務である防災，計画・

評価，技術評価・検査等は，もう一つのグループとして集約化することにより，機

動的な執行体制に改善出来るものと考える．防災やマネジメント部門は災害の発

生や事業ボリュームにより変動が激しいことから，現行の TEC-FORCE と同様に，

上部機関等が状況に応じて支援する体制を確保すべきである．特に国の発注機関
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（道路管理者）においては，技術者の少ない地方公共団体等に対して，「点検・診

断」の技術的助言（直轄診断）や「修繕事業」の代行を行うことが求められている．

一方，技術者の体制を確保することが困難な地方公共団体においては，民間の技術

者・技術力を有効に活用するための制度やしくみを導入し，公共事業執行システム

全体の体制を確立する必要がある．国や地方公共団体の組織の改正等は，議会の承

認手続きなど一定の手続きや期間を要するため機動的でない．民間企業等のよう

に弾力的な組織運営が可能なように，それらを前提とした組織体系の構築も重要

である．2014 年 6 月に公共工事品質確保法が改正され，適切な点検・診断・維持・

修繕等の実施，地域維持の担い手確保，維持管理工事等の複数年契約あるいは一括

発注の実施，適切な工期設定・設計変更等による歩切りの断絶，などが規定され，

維持管理分野含め多くの懸案が解決の方向に向かい始めた．しかしながら，今後の

メンテナンスサイクルを中心とした事業執行システムを実現・運用するためには

更なる改善が必要である．  

 

図-4.5.1 今後の道路行政機関等の組織体系（案）5) 

国道〇号担当
専門官（補佐役）
調査・設計
工務
保全、担当

国道△号担当
専門官（補佐役）
調査・設計
工務
保全、担当
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４．６ まとめ 

 

本章で得られた知見を以下に総括する． 

（１）土工構造物は，鋼構造物やコンクリート構造物と比べ，材料のばらつき等の

不確実性を多く有していることから，維持管理段階に施工時のデータを確実に

引継ぐとともに，変状等の兆候が確認した場合には，直ちに診断しデータを参考

に措置・記録していくことが重要である．  

（２）ストックが増加し老朽化する構造物も増加するとともに，降雨や地震動等の

作用も激化する一方，予算や技術者が減少する中でそれらを補完するマネジメ

ントシステムの構築が必要である． 

（３）解決の方向性として，増大するインフラストックに対して，膨大な点検対象

を効率的・効果的に点検が可能なツールの開発・導入，予算執行システムとも連

動した統合データベースを構築し，スパイラルアップメンテナンスを可能とす

る事業執行システムの確立，そして人材の育成・確保に取り組むべきである． 

 上記の取り組みにより，以下に示す効果が期待できる． 

（１）横断的組織体系を構築することにより，少数の人員・縮小した組織でありな

がらも迅速な事業執行が可能となる． 

（２）効率的・効果的な点検ツールの開発・導入，及び統合データベースの構築に

より，計画→調査・設計→施工→維持管理の各段階のデータをリアルタイムに共

有可能となり，予防保全的管理が可能となる． 

（３）データベースと連動する予算執行システムの構築により，より費用対効果

の高い事業執行が可能となり，人材の適正な配置とメンテナンス時代に対応し

た組織運営が可能となる．  
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第５章 インフラマネジメントシステムの提案 

 

 

５．１ 概説 

 

近年の集中豪雨や大規模地震は，過去に経験しなかった外力が土木構造物に作

用し災害を引き起こす要因となっているが，老朽化に起因する事故は，構造物の点

検を適切に実施していれば未然に防止出来るケースも少なくない．一方で，国土交

通省直轄の国道事務所や出張所等の組織は，過度な人員削減が先行し，事業執行の

形態は旧態依然どころかメンテナンスや大規模災害への対応など，これまで以上

の負荷が増大することも想定され危機的な状況である．今後，首都直下型や南海ト

ラフ等の巨大地震の発生が予測される状況において，現状の組織体制で十分に対

応出来る状況とは言い難い． 

本章では，道路行政分野を事例に，これからの防災やメンテナンスの対応を中心

としたインフラマネジメントのあるべき方向性を検討し，マネジメントシステム

のフレームワークと組織体系について提案した 1)． 
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５．２ マネジメントにおける課題 

 

国土技術政策総合研究所では，「リスクマネジメントの観点を組み込んだ維持管

理の持続性向上手法に関する研究」2)において，維持管理業務におけるマネジメン

ト上の課題に関して，道路，河川，下水道の各分野の施設を担当している現場事務

所等へヒアリング調査を実施している．主な意見を表-5.2.1 に示す．「維持管理プ

ロセス」，「コスト・人材等」，「データ」の視点で分類・整理したが，各項目におい

て従前からの課題や定期点検が義務付けられてからの新たな課題等が明確化され

た結果となっている． 

表-5.2.1 維持管理業務におけるマネジメント上の課題 

 

維
持
管
理
プ
ロ
セ
ス 

・点検業務，設計・調査業務，補修工事業務が別発注となっているため仮設の設置や
交通規制が合理的に行えないケースがある 

・点検，診断で要対策と判定されてから対策実施まで期間が長い 

・他の施設管理者との調整に時間と労力を必要とすることが多い 

・耐震補強，災害復旧等の他の予算費目の異なる事業と維持補修・修繕事業との連携
により効率的になるケースもある 

・点検，診断時に必ずしも十分なデータが取得できず，工事施工段階で手戻りが発生

しているケースがある 

コ
ス
ト
・
人
材
等 

・維持管理に携わる技術者が少なく，点検業務に対応する人員数が不足しており，育
成制度も確立されていない        

・予算や人材に対して，老朽化が相当進展している構造物が多く，これらの対策で手
一杯であるため，必ずしも予防保全的・長寿命化からの措置が取られていない 

・点検を十分に実施できない箇所において，事故等の不具合が発生してから対応せざ
るを得ず，事後保全的となっている 

・技術職員のいない地方公共団体への支援が重要であるが，対応できる人員数が不足
している 

デ
ー
タ 

・竣工図書類等の不足等の理由で診断が難しく，対策の必要性や通行止め実施に支障
をきたすケースがある 

・今後の補修・補強工事を実施する際に役立つ情報として工事誌等もあるが活用が難
しい 

・データベースのデータ登録に労力がかかり，蓄積が十分に進んでいないケースがあ
る 

・設計図書や点検結果，補修履歴等の各種の情報が分散され，一元的管理がなされて
おらず，蓄積されたデータが活用しにくい 
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５．３ インフラマネジメントの方向性 

 

表-5.2.1 の各項目を考察すると，分野共通課題として「人員不足」，「時間が

足りない」，「情報収集・蓄積不足」等があげられ，これらが複雑に錯綜した事後

対応的な維持管理の現状においては，単に新技術の開発・導入等の対応だけではな

く，課題全体を俯瞰し，事業実施の各段階における要求事項や管理事項を体系的に

把握した上で，課題解決を図ることが必要であると考えられる．メンテナンスサイ

クルの推進やコスト縮減，職員等の負担軽減のためには，技術的な解決に加え，メ

ンテナンスサイクルのプロセス間の効率化，必要なデータの蓄積，システムの改善

など，課題のいくつかはマネジメントの観点からも改善が可能であると考えられ

る．そこで，これら抽出されたマネジメント上の課題に対し改善の方向性について

図-5.3.1 のとおり検討整理した．例えば「コスト・人材」に関する課題の一つに，

「⑩人材不足への対応」があるが，改善の方向性として「D.人材の計画的な育成・

確保」，「F.他機関との連携強化」，「J.効率的な執行体制の確保」について検討

することなどが有効であると考えられる．その他のマネジメント上の課題に関し

ても同様に改善の方向性を検討し，その結果を整理した．以上のように，土木技術

者（インハウスエンジニア）が比較的多く存在する国の機関における事業執行は，

今後のメンテナンスや大規模災害への対応や自治体への技術支援等の増大なども

前提としたマネジメントスキームの構築が必要であると考えられる． 
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  （右記の①，➁･･･⑰は左記の①，➁･･･⑰に対応） 

 

図-5.3.1 維持管理におけるマネジメント上の課題及びその改善の方向性 

 

あ
る
べ
き
姿 

 分類 番号 マネジメント上の課題

①
維持管理の合理化・効率
化への取り組み

② 組織の目標、方針の設定

③ 重大事故の再発防止

④
維持管理業務の魅力向
上

⑤
方針や計画等の継続的
な改善

⑥ 対策実施までの安全確保
⑦ 他機関との円滑な調整

⑧
維持管理プロセス間の効
率化

⑨
計画策定時のノウハウ蓄
積

⑩ 人材不足への対応

⑪ 点検の品質確保

⑫ 職員の技術力向上

⑬
予算制約がある中での点
検実施

⑭ 診断の品質確保

⑮
維持管理情報の適切な
蓄積・管理

⑯ 情報の一元管理、蓄積

⑰ 情報の確実な引継ぎ

維
持
管
理
プ
ロ
セ
ス

コ
ス
ト
・
人
材
等

デ
ー

タ

 
分類 マネジメントの改善の方向性 課題との対応

A
トップマネジメンを含めた体系
的なマネジメントシステムの構
築

②

B

限られた予算・人材で対応す
るためのリスクマネジメントの
観点を組み込んだ維持管理計
画の策定と実施

⑬

C
施設の重要度、リスク等に応
じた維持管理計画の策定と実
施

⑬

D 人材の計画的な育成・確保 ⑩,⑪,⑫,⑭
E 事例等の教育・伝承 ⑫
F 他機関との連携強化 ⑦,⑩

G
データベース等による情報の
一元管理と維持管理の・効率
化に向けた活用

①,⑮,⑯,⑰

H

効率的かつ着実なデータ蓄積
（蓄積項目、手順のルール
化、データ管理部署の設置
等）

⑯,⑰

I
維持管理手順書（ガイドライ
ン、手引き等）の作成・更新

⑥,⑨,⑪,⑭

J 効率的な執行体制の確保 ④,⑧,⑩

K
計画や体制を継続的に見直
し、改善する仕組みの構築

⑤

L
同種・類似施設に対する緊急
点検や予防措置等の対応

③

M
維持管理で得られた知見の各
段階へのフィードバック

①
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５．４ インフラマネジメントの課題解決に向けた事例検証 

 

 これまで述べたとおり，公共施設を管理する職員や予算が減少する一方，大規模

災害や土木構造物の老朽化問題が深刻化する状況において，点検診断技術の開発

や現場への新技術の導入等が積極的に取組まれている．しかしながら，限られたリ

ソースを前提に全体を俯瞰したマネジメントシステムの導入・構築までには至っ

ていない．本節では過去に試行導入された道路行政マネジメントの事例を検証す

るとともに，地方整備局における災害対応や技術力確保に関する組織横断的な取

組みや体制の意義について述べる． 

 

（１）道路行政マネジメントの試行的実践 

 過去に国の行政機関においても，マネジメントシステムを現場レベルで導入し

てきた経緯がある．国土交通省道路局では，事業効果について「アウトプット」か

ら「アウトカム」を重視し，道路行政を「行政管理」から「行政経営」に転換を図

る取り組みがなされた．関東地方整備局においては，2004年頃から行政手法の先進

的な取り組みが進む欧米の事例も参考に，データや指標に基づく成果重視の行政

経営手法（NPM；ニューパブリックマネジメント）を先導的に導入した3) ． 

道路行政マネジメントを進めるにあたり，整備局管内の国道事務所を拠点とし

て，地方公共団体と連携を図りながら，「道路行政マネジメント」の骨格となる「業

績計画書」及び「達成度報告書」を策定し，国・都県・市町村が一体となり「道路

見える化計画」として道路行政マネジメントに取り組んだ．筆者は，栃木県内の国

道事務所で，「道路行政マネジメントを実践する栃木県会議」4)の設立に主体的に

取り組み，栃木県内の国道，県道，市町村道を対象に，「移動性」及び「安全性」
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の観点からデータを分析し，住民の意見も踏まえた改善事業に取り組んだ．図-

5.4.1に道路行政マネジメントの取り組み概念を示す．まず，渋滞など移動性を阻

害する箇所と事故など安全性を阻害する箇所について，客観的なデータである「渋

滞損失時間」や「死傷事故率」等を用いて，栃木県内の国道，県道，市町村道を対

象に算出し，図-5.4.2に示す要対策箇所の候補案を抽出した．それらの結果は，道

路管理者が客観的データに基づき抽出しただけであり，道路利用者の意見や感覚

と一致しているとは限らない．そこで，主な道路ユーザーである栃木県の住民に対

してアンケート調査を実施し，県民意識とのマッチングを実施し最終的な優先要

対策箇所を確定させた． 

 

 
 

図-5.4.1 栃木県における道路行政マネジメントにおける取り組み概念図 4) 

 

 

 

 

 

「阻害要因（安全性・移動性）」の考え方整理 

栃木県内の道路特性データ整理 

データ分析 
阻害要因別問題箇所抽出 

暫定 要対策箇所 

県民の皆さんの意見を収集 

要対策箇所 

対策の実施（Do） 追加対策へ反映（Action） 

効果の検証（Check） 

対策案を検討（Plan） 
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図-5.4.2 栃木県内における安全性要対策箇所（案）4) 
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その後，確定した箇所の具体的な対策の検討(Plan)→実施(Do)→効果検証

(Check)→追加対策等へ反映(Action)するマネジメントサイクルを構築した．この

ような取り組みにおける具体的な事例を示す．当時，国道４号石橋宇都宮バイパス

に「瑞穂野団地入口交差点」が存在していたが，連続高架橋直近の交差点であった

ため，ドライバーが交差点の存在に気付くのに遅れたり，ブレーキを踏むタイミン

グが遅れることが原因となり，図-5.4.3のとおり，死亡事故等の重大事故が多発し

ていた．また，図-5.4.4に示すように渋滞損失に関してもバイパス区間で卓越して

いた．そこで，筆者らは，詳細な事故要因を分析し，抜本的な対策手法として図-

5.4.5に示す交差点を無くす高架橋（案）への採用に踏み切った． 

 
 

 
 

図-5.4.3 瑞穂野団地入口交差点における死傷事故分析 4) 
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図-5.4.4 瑞穂野団地入口交差点における渋滞状況と渋滞損失 4) 

 

 

 
 

図-5.4.5 瑞穂野団地入口交差点高架橋（立体化）イメージ 4) 
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東
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宇
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瑞穗野団地入口交差点 

渋滞損失時間 

～100千人時間/年・km 

100～300千人時間/年・km 

300～500千人時間/年・km 

500～    千人時間/年・km 

栃木県平均 

16千人時間/年・km 

124千人時間/年・km 

栃木県平均の８倍 

渋滞損失時間（Ｈ16年度平均） 
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高架橋（案）の採用にあたっては，地域住民の理解，交通管理者及び県や市との

協議調整も伴ったが，ＰＩ（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｲﾝﾎﾞﾙﾌﾞﾒﾝﾄ）を導入し，数十回に及ぶ地元協

議会の開催により最終的に合意を得ることが出来た．しかしながら，高架橋事業を

進捗し完成させるまでには複数年の期間が必要となる．そこで，高架橋事業という

改築事業に着手・進捗させつつ，暫定的な対策として，写真-5.4.1に示す路面標示

や注意看板等による交差点の明確化の対応を交通安全対策事業において実施した．

これまで，改築事業を実施している区間において管理系事業を実施することは，予

算執行上の観点からも困難であったが，道路行政マネジメントの導入により，短期

的な事業効果の必要性及び妥当性，ＰＩによる地元合意の円滑化等の副次的な効

果が得られることから，このような事業実施が可能となり，高架橋完成まで事業が

迅速に実施できた． 

栃木県における上記の取り組みは，図-5.3.1の改善の方向性のうち，「F.他機関

との連携強化」，「H.効率的かつ着実なデータ蓄積」，「K.計画や体制を継続的に見直

し，改善する仕組みの構築」等に該当するものと考えられる． 

 

 

 

 
 

写真-5.4.1 瑞穂野団地入口交差点における短期的対策 4) 
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（２）TEC-FORCEの活動意義 

国土交通本省及び出先機関である地方整備局には，頻発しつつある大規模な自

然災害への対応として，図-5.4.6に示すとおり被災した地方公共団体等への技術

的支援が行えるよう「緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）」5)が存在する．TEC-

FORCEは，2008年4月に各地方整備局を主体に設立され，現在，約8千名が登録し，

災害の規模により，全国から集結し，専門性を活かした調査，技術指導等により，

自治体等への支援を実施している．2015年9月の関東・東北豪雨の際には，決壊し

た鬼怒川（茨城県内）や土砂崩壊した道路盛土（栃木県内）への対応に，全国の地

方整備局等から延べ2千人以上の隊員が派遣され，土木構造物等の被害状況調査や

点検を実施するとともに，浸水した地域における排水活動の対応を実施した．筆者

らも研究機関の専門家の立場で栃木県内の道路盛土崩壊箇所の調査及び技術指導

を行った．写真-5.4.2に当時の現場の状況を示す．当該現場は山岳地における県道

であったが，豪雨により隣接する小河川から水が溢れ路面が河道状態となり，アス

ファルト舗装や路盤内にも水流が浸入したことにより，水圧で路面に多くの凹凸

が発生するとともに盛土崩壊が発生していた．このような崩壊形態は，過去の事例

からしても希少であり，土木構造物へ働く作用が明らかに変化してきていること

を実証している．このような環境の変化に対応することを想定しても，TEC-

FORCEのような組織横断的な体制を更に充実させ，災害等の現場において直接的

な対応を図ることは，技術的判断力の向上や知見を深めることにも繋がり，技術者

の育成や技術力保持としても有意義であると考えられる． 
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図-5.4.6 TEC-FORCE 構成概要 5) 

出典：http://www.mlit.go.jp/saigai/TEC-FORCE 

 

 

写真-5.4.2  関東・東北豪雨で壊滅的被害を受けた道路と TEC-FORCE としての活動状況 
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（３）技術エキスパート制度等の活用 

地方整備局には組織横断的な技術者の組織として「技術エキスパート制度」6)が

存在する．図-5.4.7に関東地方整備局における組織概要を示す．これは，技術的専

門知識と応用能力及び十分な実務経験を有する職員を「技術エキスパート」として

選定・登録し，整備局内の技術的課題の的確かつ効率的な解決を図るための制度で

ある．筆者が以前所属していた関東地方整備局においては，技術系職員約2500名の

うち275名がエキスパートとして登録され，エキスパート候補として約750名が登

録されている．これらの会員により「技術エキスパート研究会」が構築され，道路

土工，ダム，河川環境など全部で18部会が存在する．活動は各部会ごとに設定して

いるが，技術者集団として，各分野の現場の実態を調査したり，技術的課題に対す

る情報共有や検討，あるいは研究機関や民間企業等との意見交換を実施したりす

ることにより，各分野の技術的知見を深める活動を展開している（写真-5.4.3）．

技術系職員が各自の担当業務を担いつつ，横断的組織にも所属・活動することによ

り，専門技術力の研鑽，先輩技術者からの技術の伝承，技術的な知見も深めること

もでき，限られた職員数でありながら，高い技術力を身につけ，より機動的な組織

の構築にも繋がるものと考えられる．以上のような組織横断的な取組みは，図-

5.3.1の改善の方向性のうち，「D.人材の計画的な育成・確保」，「E.事例等の教育・

伝承」，「L.同種・類似施設に対する緊急点検や予防措置等の対応」，「M.維持管理で

得られた知見の各段階へのフィードバック」等に該当するものと考えられる．現場

でのマネジメントの実践においては，TEC-FORCEや技術エキスパート精度などを

活用し，継続的に改善する枠組みの構築や組織横断的な体制を構築することによ

り，緊急時や突発的な対応等の直接的な効果だけでなく，得られた知見のフィード

バック，技術者の育成，技術の伝承等としても有意義である． 
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図-5.4.7  技術エキスパート制度（関東地方整備局）の概要 6) 

 

 

 

 

 

写真-5.4.3  技術エキスパート研究会（道路土工部会）の活動状況 
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５．５ マネジメントシステムの構築 

 

（１）マネジメントシステムの導入 

  現在，道路分野において，予防保全の考え方に立った長寿命化計画が策定さ

れ，構造物の点検，健全度診断，補修・補強対策，データベース整備等に関し，

構造物のメンテナンスサイクルを適切に推進するための技術基準類の確立・技

術開発が精力的になされている．さらには，こうして蓄積されたデータから構造

物の劣化予測やそれに基づく戦略的な修繕・補修計画の立案に関する検討も進

んでいる．一方で，現場におけるメンテナンスの取り組みは始まったところであ

るため，必ずしも体系化されたものとなっていない．現場における維持管理業務

に投入可能なリソース（ヒト，モノ，カネなど）は限られていることから，その

持続性向上のためには，リソースを適切に配分し，全体が最適となるようなマネ

ジメントシステムを構築することが重要である．そこで，筆者らは，2014（平成

26）年 1月に発行されたアセットマネジメントの国際的な標準規格である

ISO55000シリーズ7)の考えを参考に，施設管理者がメンテナンスサイクルの持続

性を高めるために必要なマネジメントシステムの改善手法について検討を実施

した． 

 

（２）ISO55000シリーズにおけるマネジメントシステム 

  アセットマネジメントシステムの国際規格であるISO55000シリーズは，アセ

ットマネジメントを行う組織がどういう仕組みを持たなければならないかを示

しているもので，図-5.5.1に示すように「組織の状況」，「リーダーシップ」，「計

画」，「支援」，「運用」，「パフォーマンス評価」，「改善」の構成となっている．例



- 113 - 
 

えば，「計画」においては，時間とともに変化するリスクをきちんと認識し，管

理することを要求している．将来大きくなるリスクを理解することで，必要とな

る人員や費用の予測と優先度において，きちんと評価を行うこと，その手法や間

隔を決めておくこと，更にその手段として有効である内部監査やマネジメント

レビューの実施を要求している．また，「改善」においては，当初の目標を達成

できない場合や，予期していない不具合が起こった場合に，どのように対処する

か予め決めておくこと，また，予防的な手段があるのであればそれを認識し実施

する，といったことを要求している．このようにISO55001における要求事項は，

社会インフラの維持管理におけるマネジメントシステムの改善に有用であると

考えられる．更にISO55000シリーズの構成は，大きく「組織・体制レベル」，「計

画レベル」，「実施レベル」の３つの区分に整理した． 

 

 

図-5.5.1  ISO55001 におけるマネジメントシステムの構造 1) 

 



- 114 - 
 

（３）持続的マネジメントのためのフレームワークの提案 

筆者らは，ISO55000シリーズの仕組みを参考に，持続的にメンテナンスマネジ

メントを行うための枠組みについて検討し，図-5.5.2に示す３つの階層からなる

フレームワークに整理した．現場実施レベルでは点検から診断，措置，記録に至る

メンテナンスサイクルを，現場での実施に必要な計画策定レベルでは管理施設全

体の点検・修繕等計画の策定から優先順位評価に至るプロセスを，現場を動かす組

織・体制レベルでは実効性について評価し維持管理に関わる組織や体制を継続的 

に改善する枠組みとなるよう整理した． 

 

  

 

図-5.5.2 ISO55000X のマネジメントスキームに 

メンテナンスマネジメントを組み込んだフレームワーク 1) 

②計画策定レベル

③組織・体制レベル

点検

診断

措置

支
援

組織の
計画,
方針

評価

改善

記録

①現場レベル点検・
修繕等
計画

優先順
位評価

コスト
把握
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（４）道路メンテナンス分野における適用 

 上記で検討整理したフレームワークについて，道路メンテナンス分野の現場で取

り組んでいる活動等を体系化させるために，図-5.5.3に示すとおり，具体的な取組

み項目をフレームワークに試行的に組み込んだ．このように，具体的な活動や施策

を各段階のマネジメントサイクルに組み込むことにより，当該分野における活動・

施策等が体系的に整理出来るものと考えられる．また，具体的な施策や取組みが記

載されていない項目，例えば「施設情報システム」は，「BMS（ブリッジマネジメ

ントシステム）」など，個々の構造物単独のシステムは整備されつつあるが，管理

施設全体を対象とした整備は不十分な状況である． 

 

  

 

図-5.5.3 道路メンテナンス分野への適用（案）1) 

実施レベル

計画レベル
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（劣化予測，LCC評価）実効性の評価

システム
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・メンテナンス年報の作成・公表
・事業再評価、事後評価
・整備効果検証

・組織体制改善
・評価手法改善
・技術開発

・長寿命化計画の策定
・ＢＣＰ計画の策定

・災害対応マネジメントの実施
・防災点検の実施
・定期点検要領に基づく点検と記録

記録

・民間資格活用
・研修の実施

・予算要求、執行

・全国道路橋DBを用いた費用把握
・カルテ点検結果による優先順位評価

・行政マネジメント方針決定
・メンテナンス会議による方針決定
・点検基準の法定化、要領の策定
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（５）国内外の組織比較による事例検証 

 ISO55001における要求事項に対して，現場の具体的な組織レベルで，海外組織と

の比較を表-5.5.1の通り整理した．各要求項目に対する活動を比較することによ

り，管理延長や橋梁数に対する予算や人員の投入状況やデータの保管方法などを

参考にすることや現状での空白部分や対策の不十分な領域の発見や気付きにも繋

がるものと考えられる．行政分野の組織運営において，様々な施策を実践しながら

管理・運営するには，ISO55001における要求事項を参考としたフレームワークを

活用し具体的な活動や取組みを体系化させ，全体を俯瞰的に把握することが，限ら

れたリソースを最大限に活用することが必須である今後の時代におけるマネジメ

ントシステムの構築には有効であると考えられる．一方で，ISO規格は，「何をすべ

きか」は示されているが，「どのようにすべきか」は示されていない．実際の現場

では，施設管理者が各場面において暗黙知として実践しているものが多く含まれ

るが，今後はこれらも「見える化」することにより，更に効率的なマネジメントシ

ステムの構築が図られると考えられる．以上のようなフレームワークを明確化し

たマネジメントシステムの導入の取組みは，図-5.3.1の改善の方向性のうち，「A.

トップマネジメントを含めた体系的なマネジメントシステムの構築」，「B.限られ

た予算・人材で対応するための維持管理計画の策定と実施」，「G.データベース等に

よる情報の一元管理と維持管理の高度化・効率化に向けた活用」，「J.効率的な執行

体制の確保」等に該当するものと考えられる． 
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表-5.5.1 ISO55001 の要求事項に対する国内外比較（道路分野） 

 

国内 米国
A河川国道事務所 カリフォルニア州交通局(Caltrans)

【管理対象】
道路管理延長（国道）：127.1km
橋梁数：195橋

【管理対象】
道路管理延長　L=24,377km
橋梁数（州管理）：13,189箇所(L=6.1m以上）
　〃　　（自治体管理）：13,140箇所（L=6.1m以上）（定期点検対応）

【管理体制・人員】
橋梁の維持管理体制：合計7名（事務所道路管理第二課の修繕係長と
2つの出張所各3名）
道路巡回：2人1組による 2日/回の頻度で実施（直営と委託の割合は
半々）。
橋梁定期点検：5年サイクル（委託）

【管理体制・人員】
交通局の職員数：約24,000人。うち技術者は約8,000人
構造物維持管理調査ユニット（SM&I）：217人
橋梁維持管理チーム：280人（12の地区事務所の計）
橋梁定期点検：2年サイクル（交通局職員が直営で実施）
その他：橋梁の通常の維持管理は直営で実施し、高難易度を委託

【予算状況】
道路管理第二課の全体予算：約25億円/年。
上記内訳：修繕事業17億円/、維持（緊急、掃除等）5億円/年、除雪関
係3億円/年。

【予算状況】
交通局の年間予算：約1兆550億円/年
主な内訳：橋梁維持管理・点検　約147億円/年、大規模修繕・更新等
約376億円/年

2

【5.リーダーシップ】
組織責任者の施設管理方針・目標の立案

・事務所長が県及び市町村で構成される「道路メンテナンス会議」の会
長となり、県内の道路施設のメンテナンスの対応方針等について関
与。

－

3

【6.計画】
予算・人材・重要度等を考慮した維持管理計
画の策定

・維持管理計画は、診断結果を活用して、事務所が直営で作成。
・C判定が多い場合、損傷の程度や部位を見て主部材を優先し、付属
物は後回しにする等の優先順位付けを実施。

・州交通局は、道路システムの維持管理ニーズに対応する「維持管理
5カ年計画（Five-Year Maintenance Plan）」と「州道路運行及び保全10
カ年計画（SHOPP：Ten-Year State Highway Operations and
Protection Plan）」を策定。

4

【7.2力量】
維持管理実施に当たり、人員、技術力等の
把握、人材の計画的な育成・確保

・事務所内の管理系及び出張所の技術職員で業務を担当
・職員採用が抑制されていた時期があり年齢構成バランスが悪く、技
術の伝承等の観点で技術力の継承が上手くできていない部分もある。

・2年ごとの橋梁定期点検は、連邦政府の規定どおりに実施。
・橋梁維持計画は、橋梁の状態を踏まえて、区分に対応した措置を実
施。

5

【7.3認識】
業務遂行メンバーの管理方針、計画、維持
管理上のリスク等の共有

・事務所内にプロジェクトチームを立ち上げ、管理方針や修繕計画、優
先順位、不具合事例、課題等を共有し、課題解決の方向性等を議論。
・国交大でのメンテナンス研修等にに職員を派遣。

・直営で実施できる人員を確保。民間への外注を増やす動きはない。
・橋梁点検データの一貫性を保持するために、高速道路研究所（NHI：
National Highway Institute）で橋梁点検研修。

6

【7.4コミュニケーション】
関連機関（外部）との円滑な連携

・県や市町村を指導する立場と認識し、メンテナンス会議等を活用しな
がら、随時、支援等を実施。
・道路メンテナンス会議を、事務所長が筆頭となって展開。

－

7

【7.5情報に関する要求事項】
データベース等による情報の一元管理、維
持管理の高度化、効率化

・定期点検要領に基づいた点検結果や補修履歴を所定の様式に蓄
積、保管している。

橋梁担当事務所は、サクラメント、ロサンゼルス、オークランドの3都
市。州内の郡市との窓口はローカルアシスタンス部が担当。

8

【7.5情報に関する要求事項】
情報の蓄積項目、手順のルール化、効率的
な情報の蓄積・管理

・ 橋梁の点検結果を全国道路橋データベースシステムに入力。
・日常点検（パトロール）等の結果は所内所定の様式に記録。

州が管理する橋梁の維持管理は、大規模修繕や架け替えの必要性が
解消されるまで、対応の追跡が可能な状態でBMSに保存。

9
【8.1運用の計画と管理】
マニュアル、ガイドライン等の作成

・道路局で作成した「橋梁定期点検要領」「トンネル定期点検要領」
「シェッド・大型カルバート定期点検要領」に基づいて実施。

AASHTOが発行する橋梁評価マニュアル（Manual of Bridge
Evalations）に沿って実施。

10

【8.3アウトソーシング】
官民の役割分担、必要な外部委託先の確保

・日常点検は、維持工事の日々のパトロールに含めて実施。
・軽微な補修作業等は、業者が効率的に作業できるように、まとまめて
依頼。

橋梁定期点検に関して、州交通局は、AASHTOが2015年1月に作成さ
れたマニュアル（Element Inspection Manual）作成に関与。

11

【9.パフォーマンス評価】
現状の計画や体制の有効性、適合性の評
価、継続的な改善の仕組み構築

「道路メンテナンス会議」において、直轄及び自治体が管理している橋
梁等の点検結果を情報共有し、今後の点検・修繕計画に参考。

州は、通常の維持管理は直営で実施し、高難易度を委託。

12

【10.改善】
事故等の再発防止や予防措置の対策

緊急時の連絡体制を構築するとともに、事故発生後は上部機関（本
局）の事故調査委員会と連携し、原因究明と再発防止に向けた対策
等について検討するとともに、関係者へ周知。

－

13
【10.改善】
得られた知見のフィードバック

上部機関（本局）のイントラに必要な情報を掲載するとともに、「道路メ
ンテナンス会議」の場を活用し情報提供。

－

要求事項（チェック項目）

1

【4.組織の状況】
管理対象施設の数量、管理体制、予算状況
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（６）ISO55001を組み込んだ道路行政組織体系の提案 

 図-5.5.4に道路行政分野にISO550001を組み込んだマネジメントスキームと第

４章で示した道路行政組織を更に改善した今後の組織体系との関係を示す．３つ

のサイクル，すなわち，①現場の最前線で監督・管理する出張所（現場グループ）

が中心となり個々の構造物のメンテナンスを実施し，②改築・保全グループを中心

として施設全体の整備・修繕・計画等を実施し，③防災・マネジメントグループに

おいて組織としての目標や水準の設定，及び評価・改善を実施する，これらの３つ

のサイクルが常に連動しながら，マトリックスな組織において，防災・マネジメン

ト，事業調整，品質確保等の各担当官が組織の中間に位置するとともに，プレイン

グマネージャーとして組織全体の調整・連携の役割を担い，継続的かつ体系的にマ

ネジメントが展開されることにより，予防保全を前提としたインフラマネジメン

トシステムとして機能するものと考えられる． そして，これまでの大量にインフ

ラを整備してきた「量」の時代から，健全なインフラをストックし賢く活用（マネ

ジメント）する「質」の時代へと転換していくものと考える． 

 

図-5.5.4 ISO550001 の道路行政分野への適用と今後の道路行政組織体系との関係 

品 質 確 保 担 当 官
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５．６ まとめ 

 

 本章で得られた知見を以下に総括する． 

（１）インフラの維持管理上に関する課題は，技術的な解決に加え，メンテナンス

サイクルのプロセス間の効率化，必要なデータの蓄積，システムの改善など，マ

ネジメントの観点からも改善が可能である． 

（２）道路行政組織でのマネジメントの実践においては，継続的に改善する枠組み

の構築や組織横断的な体制を構築することにより，緊急時や突発的な対応等の

直接的な効果だけでなく，得られた知見のフィードバック，技術者の育成，技術

の伝承等としても有意義である． 

（３）マネジメントサイクルの階層として「構造物」「施設全体」「組織・体制」の

３つの階層が存在し，各サイクルがマトリックスな組織において連動しながら

継続的に展開されることで，予防保全を前提としたインフラマネジメントシス

テムとして機能する． 

（４）道路行政組織で実践している活動や取組みを ISO55001 における要求事項を

取り込んだフレームワークに組み込み，体系的に整理することで，対応が不十分

な領域の発見や気付きにも繋がり，全体を俯瞰したマネジメントサイクルの改

善及び効果的なシステムが構築できる．  

  そして，これまでの大量にインフラを整備してきた「量」の時代から，健全な

インフラをストックし賢く活用（マネジメント）する「質」の時代へと転換して

いくものと考える． 
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第６章 結論と今後の展望 

 

 

本章では，各章から得られた結果を総括した上で，今後の防災とメンテナンスを

中心としたインフラメンテナンスシステムのあり方と今後の課題について述べる． 

 

６．１ 結論 

 

第２章で得られた知見は，以下のとおりである． 

１）国道等を管理する地方整備局等の機関では，定員削減による慢性的な人員不足

の状況において，従前の業務に加え，事業の合意形成，施設の維持管理，公共工

事の品質確保，自治体支援等の新たな業務が増加しており，発注機関としての業

務のあり方及びその業務を支える技術力の維持向上が大きな課題となっている． 

２）東京オリンピック前後に整備されたインフラが，今後一斉に老朽化し，将来的

に維持管理・更新費が投資可能額を上回る見込みであり，道路分野では点検に関

する基準策定や新たな技術開発，メンテナンスに関する組織やポストの新設，地

方自治体とのメンテナンス会議の設立などの対策に取り組んでいるが，人員が

不足している状況において，十分な対応が図られていない． 

３）豪雨や大規模地震等により道路盛土や法面の崩壊が増加しているが，災害は対

策不要判定個所や点検対象外の個所においてが発生しており，今後の土工構造

物の点検には膨大な労力と費用が必要となることが想定される． 

４）発注者における新たな業務が増加し，公共事業発注機関の業務のあり方及びそ

の業務を支える技術力の維持・向上が大きな課題となっている．定員削減による
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各業務を担う担当者の激減，組織形態や年齢構成の変化，予算執行の厳格化な

ど，あらゆる面で課題を有しているが，根本的な問題として人口減少等を見据え

ると現状の組織形態にならざるを得ない状況であり，今後の防災・メンテナンス

を中心とした事業執行システムの確立には，これらのマネジメントシステムに

関する課題解決が必要不可欠である．  

 

第３章で得られた知見は，以下のとおりである． 

１）過去の実態等から，施工性や資材調達の迅速性の観点から大型土のうを用いて

応急復旧する現場が多く，災害対応マネジメントの改善の一手法として，土のう

を残置したまま本復旧盛土を構築することにより，復旧作業の効率化が図られ，

迅速な交通解放にもつながる．  

２）大型土のうを残置した本復旧盛土の構造について，道路管理者・復旧作業者と

もに，①土のう間に隙間や水みち，盛土材流出，②土のう設置箇所の締固め不足

による沈下，等を懸念する意見があった一方，道路管理者からは，①土のう残置

による品質確保，②土のう設置位置（交通荷重影響範囲外）の配慮，復旧作業者

からは，①腹付盛土の安定勾配の確保，②土のう自体の排水機能の有効性，等の

有意義な意見が得られた． 

３）災害復旧現場の実態や災害復旧関係者の意見を参考に，復旧構造の基本的なモ

デルから実現場の施工条件を踏まえたモデルを構築し，遠心力載荷模型実験に

より，土のうの配列形状，排水条件等の違いによる挙動について検証した．実験

結果より，配列形状の違いによる挙動の差異がないこと，地震時における構造の

安定性，土のうの排水機能の有用性等について確認できた． 

４）実大実験 
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試験フィールドにおいて，実大の大型土のうを用いた復旧盛土を構築し，大型

車両による走行試験を実施した．応急復旧及び本復旧の各段階において，計画し

た施工手順に基づき復旧盛土を構築できるとともに，本復旧までに要する作業時

間が短縮し，コスト縮減や早期の交通解放にも寄与できることが確認でき，災害

対応マネジメントの観点からも現場適用性が高いことが明らかになった．また，

走行試験の結果からも，車両が走行するのに支障が生じるような変状等も発生し

なかった．このことから，短期的な耐久性には問題ないことが明らかになった． 

５）格子状補強材を用いた路面段差復旧は，施工性及び耐久性に優れ，交通荷重に

よるわだちの発生が抑制でき，補強効果が高いことが明らかになった． 

６）今回提案した新しい災害復旧手法の適用が，大規模災害時における災害対応マ  

ネジメントに貢献し，早期の交通解放など社会的影響の改善にも寄与すること 

が明らかとなった． 

 

第４章で得られた知見は，以下のとおりである． 

１）ストックが増加し老朽化する構造物も増加するとともに，降雨や地震動等の作

用も激化する一方，予算や技術者が減少する中でそれらを補完するマネジメン

トシステムの構築が必要である． 

２）ストックが増加し老朽化する構造物も増加するとともに，降雨や地震動等の作

用も激化する一方，予算や技術者が減少する中でそれらを補完するマネジメン

トシステムの構築が必要である．  

３）解決の方向性として，増大するインフラストックに対して，膨大な点検対象を

効率的・効果的に点検が可能なツールの開発・導入，予算執行システムとも連動

した統合データベースを構築し，スパイラルアップメンテナンスを可能とする
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事業執行システムの確立，そして人材の育成・確保に取り組むべきである． 

 上記の取り組みにより，以下に示す効果が期待できる． 

１）横断的組織体系を構築することにより，少数の人員・縮小した組織でありなが

らも迅速な事業執行が可能となる． 

２）効率的・効果的な点検ツールの開発・導入，及び統合データベースの構築によ

り，計画→調査・設計→施工→維持管理の各段階のデータをリアルタイムに共有

可能となり，予防保全的管理が可能となる． 

３）データベースと連動する予算執行システムの構築により，より費用対効果の高

い事業執行が可能となり，人材の適正な配置とメンテナンス時代に対応した組

織運営が可能となる． 

 

第５章で得られた知見は，以下のとおりである． 

１）インフラを整備・管理する組織のマネジメントにおいて，継続的に改善する枠

組みの構築や組織横断的な体制を構築することは，緊急時や突発的な対応等の

直接的な効果だけでなく，得られた知見のフィードバック，技術者の育成，技術

の伝承等としても有意義である． 

２）マネジメントサイクルの階層として「構造物」「施設全体」「組織・体制」の３

つの階層が存在し，各サイクルを継続的に実施することで事業改善が進捗する． 

３）道路行政組織等の活動や取組みを ISO55001 における要求事項を取り込んだフ

レームワークに組み込み，マトリックスな組織体系とすることにより，全体を俯

瞰し予防保全を前提としたインフラマネジメントシステムとして機能する．そ

して，これまでの大量にインフラを整備してきた「量」の時代から，健全なイン

フラをストックし賢く活用（マネジメント）する「質」の時代へと転換していく．  
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６．２ 今後の展望 

 

 2020 年の東京オリンピック開催に向け新たなインフラ整備やストック更新事業

が早急に進む中，迫り来る巨大災害も想定し，膨大なインフラストックをマネジメ

ントし，良質な建設産業として維持発展させることが，日本の今後の持続的な成長

には不可欠である．2014 年 6 月の公共工事品質確保法改正が有意義な効果をもた

らすよう，限られた人，モノ，予算を駆使して，最大限の効果が発揮できる公共事

業執行システムの改革を引き続き進める必要がある． 

 災害対応マネジメントの改善としての大型土のうを用いた災害復旧技術に関し

ては，災害時における迅速な交通解放による社会的影響の低減が見込め，マネジメ

ント上の観点からも有効な技術であるが，長期的な耐久性は現時点では十分確認

出来ていない状況であり，今回構築した盛土の変状等について，今後も継続的に観

測・モニタリングを実施するとともに，実現場における試行検証も必要である． 

 インフラマネジメントを適切かつ継続的に実行・実現していくには，第三者や外

部からのチェックを受け，常に軌道修正や改善に向けた評価システムの導入も必

要であると考えられる．「生産性向上」による「働き方改革」の実現に向けたイン

フラマネジメントシステムの構築には，国と地方公共団体との連携， IoT や AI 技

術等を活用した情報システムの導入も有効であるとともに，システムを運営する

人材の育成が重要である．「生産性向上」による「働き方改革」の実現に向け，学・

民・官の連携も強化し，全体が最適となるインフラマネジメントシステムを確立す

べく，行政組織における実践的検証や研究を引き続き進める所存である． 
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